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平成１９年１０月２９日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官

平成１６年(ワ)第１８９３３号 損害賠償請求事件

口頭弁論終結日 平成１９年７月２６日

判 決

主 文

１ 原告の請求をいずれも棄却する。

２ 訴訟費用は原告の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

被告らは，原告に対し，連帯して１億円及びこれに対する平成１１年５月１

日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

第２ 事案の概要

本件は，平成１１年４月から平成１２年３月まで，被告学校法人ａ大学（以

下「被告ａ大学」という。）の設置するａ大学医学部に在籍し，同大学同学部

を中途退学後，平成１３年４月から平成１６年３月まで，被告国立大学法人ｂ

大学（以下「被告ｂ大学」という。）の設置するｂ大学医学部に在籍した原告

が，各医学部での解剖学実習において被告らがホルムアルデヒド曝露等につい

ての安全配慮義務を怠ったことにより，化学物質過敏症（あるいは，ホルムア

ルデヒドによる重篤な健康被害）を発症し，その結果，医学部教育を受け続け

ることが困難となり，医学部を卒業して医師になるのを断念せざるを得なくな

ったと主張して，被告らに対し，共同不法行為又は債務不履行（安全配慮義務

違反）に基づき，損害賠償金の一部を請求する事案である。

１ 前提事実（証拠を掲記しない事実は，当事者間に争いがない。）

(1) 当事者

ア 原告
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原告は，昭和○○年○月○○日生まれの女性であり，平成１１年４月か

ら平成１２年３月までの間，ａ大学医学部に，平成１３年４月から平成１

６年３月までの間，ｂ大学医学部にそれぞれ在籍していた。

イ 被告ら

(ア) 被告ｂ大学は，ｂ大学及びｂ大学医学部附属病院（以下「ｂ大学病

院」という。）を設置する国立学校法人である。

(イ) 被告ａ大学は，ａ大学及びａ大学医学部付属病院（以下「ａ大学病

院」という。）等を設置する学校法人である。

(2) ａ大学における事実経過

ア 原告は，平成１１年３月，ｃ大学大学院法学政治学研究科修士課程を修

了し，同年４月１日，ａ大学医学部３年次に学士編入学した。

イ 平成１１年４月２０日，原告は，ａ大学医学部において，解剖学実習を

受け始めた。

ウ 平成１１年４月ないし５月，原告は，解剖学実習の担当であったｄ教授

（以下「ｄ教授」という。）に対し，体調不良を訴えた。

エ 平成１１年４月２８日，原告は，ａ大学保健管理室ｅ医師（以下「ｅ医

師」という。）の勧めにより，ａ大学病院精神科を受診した。ａ大学病院

精神科のｆ医師（以下「ｆ医師」という。）は，原告を「抑うつ状態」と

診断し，原告に対し，抗うつ薬を処方した。

オ 平成１１年６月１９日，原告は，ａ大学病院精神科に入院して，投薬を

受け，同年８月１８日，退院した。

カ 原告は，平成１１年１０月１日からａ大学医学部を休学し，平成１２年

３月，同大学同医学部を中途退学した。

(3) ｂ大学における事実経過

ア 平成１３年４月１日，原告は，ｂ大学医学部に学士編入学した。

イ 平成１３年５月１５日，原告は，ｂ大学医学部において，肉眼解剖学実



3

習を受け始めた（甲Ａ５，乙Ａ５０）。

ウ 平成１３年６月５日，原告は，試験中に倒れ，ｂ大学病院総合診療部に

搬送された。

エ 平成１３年６月２３日，原告は，ｇ眼科クリニックで，「ホルマリンに

よる過敏アレルギー反応を認め，（両）角膜上皮剥離，（両）結膜炎を認

めた」旨の診断を受けた。

オ 原告は，平成１３年６月ころから，解剖学実習中，ゴーグルと活性炭入

り防塵マスクの使用を開始した。

カ 平成１３年６月２８日，原告は，解剖学実習中に倒れ，ｂ大学病院総合

診療部に搬送され，高度救命救急センターに入院した。

キ 平成１３年８月１４日，原告は，ｈ病院で，「気管支喘息，ホルマリン

等の刺激物質の吸入は避ける必要がある」旨の診断を受けた。

ク 原告は，平成１３年１０月１日から，ｂ大学医学部を休学した。

ケ 平成１４年２月２０日，原告は，ｉ病院臨床環境医学センターにおいて，

ｊ医師（以下「ｊ医師」という。）から，「多種類化学物質過敏症であり，

眼球追従運動障害，瞳孔対光反応での自律神経失調症が認められる」旨の

診断を受けた。

コ 原告は，平成１４年２月下旬，復学届と共に，診断書，ｊ医師の意見書

をｂ大学に送付した。

サ ｂ大学の肉眼解剖学実習担当教授は，平成１４年３月１１日，原告に対

し，４月以降，ｂ大学医学部が，医学的立場から，肉眼解剖学実習が原告

に危険性が高いと総合的に判断した場合には，解剖学実習を何か他の学習

形態に代替えし，試験のみを他学生と同様に行い，これに合格すれば単位

認定をする用意をしている旨通知した。

シ 原告は，平成１４年４月からｂ大学を欠席し，同年９月１０日から休学

した。そして，平成１６年３月末日，ｂ大学を退学した。
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(4) ａ大学在学中のその余の事実経過及びａ大学病院におけるその余の診療

経過は，別紙「診療経過等一覧表（ａ大学）」（略）記載のとおりであり，

ｂ大学在学中のその余の事実経過及びｂ大学病院におけるその余の診療経過

は，別紙「診療経過等一覧表（ｂ大学）」（略）記載のとおりである。また，

ａ大学在学中及びｂ大学在学中を除く本件事実経過は，別紙「時系列表」

（略）記載のとおりである（ただし，いずれも当事者の主張に争いがある部

分を除く。）。

(5) 文部科学省高等教育局医学教育課長通知

ア 文部科学省高等教育局医学教育課長は，平成１３年２月２３日付で，医

学部又は歯学部を置く国公私立大学の事務局長に宛てて，「医学部及び歯

学部の室内空気環境汚染の防止等について」と題する依頼文書を発した

（乙Ａ１）。

イ また，文部科学省高等教育局医学教育課長は，平成１３年４月２０日付

で，医学部又は歯学部を置く国公私立大学の事務局長に宛てて，「医学生

及び歯学生の系統解剖実習時の環境向上について」と題する通知を発し，

ホルマリン使用時には，その濃度に応じて，室内にホルムアルデヒドが気

化し，毒性を保つことがあるので，空気環境の改善に努めることなどを提

言した（乙Ａ１）。

２ 争点

(1) ホルムアルデヒド曝露によって生じた原告の障害の有無及びその内容

（原告の主張）

ア 化学物質過敏症について

化学物質過敏症は，「過去にかなり大量の化学物質に一度に接触し急性

中毒症状が発現したあとか，または有害化学物質に長期にわたり接触した

場合，次の機会にかなり少量の同種または同系統の化学物質に再接触した

場合にみられる不快な臨床症状」をいう。一旦過敏性を獲得してしまうと，
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その後は想像を絶するような微量な化学物質にも反応を示すようになり，

また，一般にその経過中，反応を示す化学物質が増加して，多種類の化学

物質に反応を示すようになる。化学物質への曝露を続けると，自律神経等

に異常を来し，免疫機能や内分泌機能のバランスを崩し，外出不能になる

など，通常の生活を送ることができなくなってしまう。

平成９年には，厚生省長期慢性疾患総合研究事業アレルギー研究班によ

って化学物質過敏症の診断基準が設定され，診断のためには，詳細な問診

（化学物質との接触歴），臨床検査（瞳孔反応検査，眼球追従運動検査，

視覚空間周波数特性検査，調節検査，ＳＰＥＣＴ検査等）が行われる。

イ 原告の症状について

原告は，ｃ大学大学院に在学中及びａ大学医学部で解剖実習が始まる前

の時期，ＰＴＳＤによる症状を除けば極めて健康であり，ホルムアルデヒ

ド曝露の後に生じた症状は見られなかった。また，ＰＴＳＤにより原告に

見られた症状とその後のホルムアルデヒド曝露による症状とは全く異なる

ものであり，ホルムアルデヒド曝露の後に生じたような症状はそれ以前に

は見られなかった。

ところが，解剖学実習が始まり，ホルムアルデヒドに曝露した後，睡眠

サイクルの乱れ，肩凝り，倦怠感，耳が詰まった感じ，食欲不振，便秘，

頭痛，原因不明の発熱，発疹，喉の違和感，膀胱炎等の症状が生じ，ａ大

学退学後の自宅療養により一時緩和されたものの，ｂ大学での解剖実習に

より再び悪化し，日常生活及び学業の継続に大きな支障が出た。

化学物質過敏症は多彩な症状を生じるものであるところ，前記症状は，

化学物質過敏症によるものと理解可能なものであり，解剖学実習開始前に

生じていたＰＴＳＤの症状と内容，程度が大きく異なることからすれば，

原告は，解剖学実習におけるホルムアルデヒド曝露によって化学物質過敏

症を発症し，前記の具体的症状が出現したものである。
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また，仮に原告が化学物質過敏症を発症したとまでは認められないとし

ても，原告の前記の具体的症状は，解剖学実習におけるホルムアルデヒド

曝露を原因として生じたものである。

（被告ｂ大学の主張）

ア 化学物質過敏症について

(ア) 化学物質過敏症については，病態や発生機序が不明確であり，確定

的な定義や客観的な診断基準もなく，医学的に確立された概念とはいえ

ない。

(イ) 原告に対し，化学物質過敏症との診断がされているが，その診断が

されるに当たって，原告は，ｋ病院やａ大学病院精神科の受診歴や診断

結果，症状等を正確に申告しておらず，信頼性のある診断がされたとは

いえない。

イ 原告の主張する症状について

以下の点からすれば，原告の主張する症状がホルムアルデヒド曝露によ

って生じたものとは考えられない。

(ア) ホルムアルデヒド負荷試験の結果によって，原告の主張する症状と

ホルムアルデヒドとの関係に有意な結果は得られていない。

(イ) 原告の主張する症状は，いずれもｂ大学入学前，あるいはａ大学入

学前からすでに生じていたものであり，解剖学実習後，それまでにない

どのような症状が新たに発症したのか，あるいは，それまでにあったど

のような症状がどのように重篤化したのかについて，原告は，具体的な

主張を明らかにしていない。

(ウ) 原告がホルムアルデヒドに曝露されているときに，原告の主張する

強い症状が出ているわけではない。

かえって，試験中や試験直前等の強いストレスが加わっている時期

や過労状態にある時に，激しい咳，過換気状態，意識障害などの強い
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症状が多く生じており，それらは，ストレスや過労状態に起因したも

のと考えることができる。

(エ) また，原告には転換性障害（ヒステリー症）の疑いがあり，過換気

発作，嗄声，意識障害等の症状は，同障害により説明することも可能で

ある。原告が受けた検査等の研究成果をまとめた「本態性多種化学物質

過敏状態の調査研究報告書」（乙Ｂ２）でも，「いわゆる化学物質過敏

症の中には，化学物質以外の原因（ダニやカビ，心因等）による病態が

含まれていることが推察された。」と述べられており，心因性の病態も

含められている。

（被告ａ大学の主張）

以下の点からすれば，原告の主張する症状がホルムアルデヒド曝露による

ものとは考えられず，むしろ，抑うつ状態等の精神疾患によるものと考える

のが合理的である。

ア 原告がａ大学における解剖学実習に出席した以降のａ大学病院及びｋ病

院のカルテ（丙Ａ１ないし３）によれば，原告は，精神的現症としての症

状を除いて，特段の身体症状を訴えておらず，他の所見も認められていな

い。

なお，原告は，ホルムアルデヒド曝露によって発生したとする障害につ

いて，ホルムアルデヒド曝露前から罹患しているうつ病の症状と区別でき

ない症状を主張しているにすぎず，障害発生時期，障害内容を特定してい

ない。

イ 原告は，解剖学実習におけるホルムアルデヒド曝露前から，すでに学業

上の障害という精神疾患の因子を有しており，これをｋ病院の医師に訴え

ていた。

ウ 原告を化学物質過敏症と診断したｊ医師の回答書（甲Ｂ４７）によれば，

精神疾患に起因する症状と化学物質過敏症の患者の症状との厳密な区分は
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そもそも困難であるとされているところ，ｊ医師は，原告に対し，化学物

質過敏症との診断をするに当たり，原告から精神科受診歴を伝えられてい

なかった。

したがって，ｊ医師が化学物質過敏症と診断したことをもって，原告の

症状が精神疾患ではなくホルムアルデヒド曝露によるものであると確定す

ることはできない。

(2) 被告ａ大学の安全配慮義務違反の有無

（原告の主張）

被告ａ大学は，以下の各義務を適時適切に履行すべき安全配慮義務を負っ

ていたところ，これを怠った。

ア 事前の一般的注意義務

(ア) 注意義務

ホルマリンから発生するホルムアルデヒドは，健康を害する化学物質

であり，平成１１年４月当時，規制基準（労働者安全衛生法，毒物及び

劇物の規制に関する法律等諸法令）も存在していたのであるから，被告

ａ大学は，遺体の固定にホルマリンを用いていた以上，解剖学実習に参

加する学生の健康を損なわないため，解剖学実習室のホルムアルデヒド

濃度を主位的にはＷＨＯ（世界保健機関）の定める居室基準（０．０８

ｐｐｍ）以下に，予備的には作業場基準（０．５ｐｐｍ）以下に抑える

べき義務があった。これらの基準値は，一般的に人が健康被害を受ける

可能性と物質の有用性を考慮して社会的な相当性から定められたもので

あるから，その基準値を超えたホルムアルデヒド曝露が健康被害を生じ

させることは容易に予見可能である。

そして，とられるべき一般的回避措置は，気中ホルムアルデヒド濃度

を測定し，気中ホルムアルデヒド濃度を基準値内に抑えることであり，

基準値内に抑えられないときは，個人曝露対策を徹底し，個人曝露を可



9

能な限り抑えることである。

具体的には，被告ａ大学には以下の措置をとるべき注意義務があった。

ａ 解剖学実習室における気中ホルムアルデヒド濃度を基準値内に抑え

るために，解剖学実習室内のホルムアルデヒド濃度を定期的に計測す

る。

ｂ 人の健康に有害な物質であるホルマリンを遺体固定のために使用し

ない。

ｃ 仮に使用するとしても，注入固定法ではなく環流固定法にする。

ｄ 仮に使用しても，アルコール置換等で残存を最小にする。

ｅ 遺体の保管中にホルムアルデヒドをアンモニアやアンモニウム塩で

減らす。

ｆ 気温上昇とともにホルムアルデヒド発生量が増えるので，解剖学実

習室の気温を下げる。

ｇ 解剖学実習室に特別に強力な強制換気システムを導入する。

ｈ 解剖台の改修を含めた局所換気装置を導入する。

ｉ ホルムアルデヒド除去ゲルを設置する。

ｊ 個人曝露を最小限にするために下方へ排気される解剖台を導入する。

ｋ 個人曝露を最小限にするために効果的なマスク，ゴーグルを使用さ

せる。なお，マスク・ゴーグルについては，その種類により有効性に

差があるところ，活性炭繊維マスクは一定の効果があり，ポシェット

型の循環式タンクがついたマスクはそれ以上に有効性がある。

ｌ 個人曝露を最小限にするために，剖出作業の一部を教員が行ったり，

シュミレーション用の各種ソフトを教材として利用するなどの代替的

方法を用いて，学生の曝露時間を低減する。

(イ) 注意義務違反

被告ａ大学においては，平成１１年４月までに，解剖学実習室におけ
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る気中ホルムアルデヒド濃度を測定し，気中ホルムアルデヒド濃度を基

準値内に抑える義務があったが，これに違反し，解剖学実習室において

は，基準値を大幅に超えていた。また，個人曝露対策を実施し，個人曝

露を可能な限り抑える義務があったが，これにも違反していた。

イ ホルムアルデヒドの危険性等についての説明義務

(ア) 注意義務

解剖学担当のｄ教授は，解剖学実習の前に，ホルムアルデヒドの危険

性，防護法の必要性を学生に説明し，体調不良が起こったら直ちに担当

教員に申し出るよう指導すべき注意義務があった。特に，ホルムアルデ

ヒド曝露による化学物質過敏症は誰に起こるか予測できず，被告ａ大学

においては気中ホルムアルデヒド濃度を測定しておらず，気中ホルムア

ルデヒド濃度は基準値をはるかに超えた高濃度であったと考えられ，ま

た個人曝露防止策も不十分だったのであるから，説明，指導の必要性は

高かった。

(イ) 注意義務違反

ところが，ｄ教授は，前記説明，指導を行わなかった。

ウ 健康被害が発生したときの初期の一時的曝露回避義務，説明義務

(ア) 注意義務

解剖学実習において原告が健康被害を訴えたとき，ｄ教授は，その健

康被害が解剖学実習のホルムアルデヒド曝露が原因ではないかと疑い，

そのことを原告に説明し，原告に休憩をとらせて，一時的に曝露を回避

させるべきであった。

(イ) 注意義務違反

ところが，ｄ教授は，原告に対し，「じゃあ，ちょっと実習室の外で

座ってきなさい」と述べたものの，その体調不良についてホルムアルデ

ヒド曝露との関連性が疑われることを説明しなかった。
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エ 解剖学実習での健康被害が継続した時点で，気中ホルムアルデヒド濃度

を測定し，基準値内に抑える対策措置をとるべき義務

(ア) 注意義務

ｄ教授には，原告からその後も健康被害が継続していることを訴えら

れた時点で，原告の健康被害の原因が解剖学実習室のホルムアルデヒド

曝露である蓋然性が高いことを経験的に推定し，ａ大学管理部門に対し，

解剖学実習室内の気中ホルムアルデヒド濃度を測定すること，解剖学実

習室のホルムアルデヒド曝露を基準値内に抑えるための回避措置（前記

ア(ア)ｂないしｉ）をとることを提案すべき義務があった。

そして，ａ大学管理部門は，その提案を受け，気中ホルムアルデヒド

濃度を測定し，前記回避措置を実施すべき義務があった。

(イ) 注意義務違反

ところが，ｄ教授は，原告の健康被害を精神的な原因によるものと判

断して，前記提案を行わず，ａ大学管理部門は，気中ホルムアルデヒド

濃度の測定及び前記回避措置を実施しなかった。

オ 解剖学実習での健康被害が継続した時点で，ホルムアルデヒドの個人曝

露を減少させる対策措置をとる義務

(ア) 注意義務

前記エの時点で，ｄ教授は，原告のホルムアルデヒドの個人曝露を減

少させるために，下方へ排気される解剖台を導入し，曝露を減少させる

効果のあるマスク・ゴーグルを使用させる措置をとるべき義務があった。

(イ) 注意義務違反

ところが，ｄ教授は，原告の健康被害を精神的な原因によるものと判

断し，前記措置をとらなかった。

カ 解剖学実習での健康被害が継続した時点で，化学物質過敏症の専門医受

診を勧告すべき義務
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(ア) 注意義務

原告の健康被害とホルムアルデヒド曝露との関連性が疑われたのであ

るから，ｄ教授には，上記エの時点で，原告に対し，化学物質過敏症専

門医の受診を勧める注意義務があった。

(イ) 注意義務違反

ところが，ｄ教授は，原告の健康被害を精神的な原因であると判断し，

原告に対し，化学物質過敏症専門医の受診を勧めなかった。

キ 健康被害が継続したとき，解剖学実習に代わる方法を用意して，解剖学

実習から遠ざける義務（予備的主張）

(ア) 注意義務

仮に，被告ａ大学が前記エ，オの注意義務を尽くしていたとしても，

原告が健康被害を継続していた場合，被告ａ大学には，解剖学実習に代

わる方法を用意して，原告を解剖学実習から遠ざける義務があった。

(イ) 注意義務違反

ところが，被告ａ大学は，解剖学実習に代わる方法を用意せず，原告

を解剖学実習から遠ざけることを怠った。

ク ｌ保健管理室ｅ医師の義務

(ア) 注意義務

原告は，解剖学実習開始後の平成１１年４月２７日，著しい健康被害

を訴え，被告ａ大学の保健管理室のｅ医師の診察を受けた。その際，ｅ

医師は，①遺体の固定にホルマリンが使用されていたこと，②ホルマリ

ンが気化して発生するホルムアルデヒドが有害であると認識していたと

考えられること，③原告が解剖学実習室でホルムアルデヒドに曝露して

いたこと，④解剖学実習が始まると医学部学生が健康を害し保健管理室

に来る者が増えるという経験をしていたことから，適切な問診を行い，

ホルムアルデヒド曝露と原告の健康被害との関係を疑い，ｄ教授と連絡
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をとり，前記エ及びオの措置を行うべき義務があった。

さらに，化学物質過敏症について専門医の受診を勧め，確定診断，治

療に至るようにすべき義務があった。

(イ) 注意義務違反

ところが，ｅ医師は，前記措置をとらなかった。

ケ 精神科外来受診時のｆ医師の義務

(ア) 注意義務

原告は，平成１１年４月２８日，被告ａ大学病院の精神科を受診し，

ｆ医師の診察を受けた。その際，ｆ医師は，①ａ大学医学部において遺

体の固定にホルマリンを使用していること，②ホルマリンが気化して発

生するホルムアルデヒドが有害であること，③原告が解剖学実習室でホ

ルムアルデヒドに曝露していることから，適切な問診を行い，ホルムア

ルデヒド曝露と原告の体調不良との関係を疑い，ｄ教授と連絡をとり，

前記エ及びオの措置を行うべき義務があった。さらに，化学物質過敏症

について専門医の受診を勧め，確定診断，治療に至るようにすべき義務

があった。

(イ) 注意義務違反

ところが，ｆ医師は，前記措置をとらなかった。

コ 精神科外来の治療で改善しなかったときのｆ医師の注意義務

(ア) 注意義務

原告は，ａ大学病院精神科の治療を受けても体調が良くならず，むし

ろ薬剤すなわち化学物質の投与によって，病状が悪化した。したがって，

ｆ医師は，その時点で，適切な問診を行い，精神疾患以外の疾患を疑っ

て，原告に対し，化学物質過敏症の専門医受診を勧めるべき義務があっ

た。

原告の症状から化学物質過敏症を診断するには，化学物質過敏症を疑
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ったときに用いる問診票について知っている必要があり，それはｆ医師

には困難であったかもしれないが，原告のおかれた特殊な環境からすれ

ば，化学物質過敏症を疑って専門医受診を勧めることは容易であった。

(イ) 注意義務違反

ところが，ｆ医師は，前記措置をとらずに，原告に精神科入院を勧め，

入院させた。

サ 精神科での入院治療で体調不良が悪化したときのａ大学病院の医師の注

意義務

(ア) 注意義務

原告が，平成１１年６月１９日，ａ大学病院精神科に入院し，投薬治

療を受けても体調が良くならず，かえって悪化していったとき，ｆ医師

らａ大学病院の医師は，精神疾患以外の疾患を疑って，原告に対し，化

学物質過敏症の専門医受診を勧めるべきであった。

(イ) 注意義務違反

ところが，ｆ医師らａ大学病院の医師は，精神疾患と決めつけ，前記

措置をとらなかった。

シ 入院させて進路障害を生じさせた義務違反

(ア) 注意義務

患者が学生である場合，医師は，入院治療に際して，進級等の事情に

配慮する義務がある。

(イ) 注意義務違反

ところが，ｆ医師らａ大学病院の医師は，精神疾患と誤診したうえ，

病院から学校に通えると欺罔のうえで不必要な入院をさせ，さらに，入

院後試験を受けることを禁止したため，原告は解剖学の本試験の一部及

びその再試験を受けられなくさせられた。

ス 入院を早期に取り消さなかった義務違反
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(ア) 注意義務

入院直後の診断により，原告には希死念慮が存在しないことが明確に

なったのであるから，ｆ医師らａ大学病院の医師は，直ちに入院を取り

消す配慮が必要であった。

(イ) 注意義務違反

ところが，ｆ医師らは，前記措置をとらずに，原告の入院を継続させ

た。

セ 再入学を拒んだ義務違反

(ア) 注意義務

被告ａ大学は，原告に退学を勧めた時点において，一旦退学として扱

うが，原告が希望すれば，いつでも原告の再入学を許可するとの約束を

原告の両親としていた。したがって，原告が再入学を希望すれば，これ

を受け入れる義務を負っていた。

(イ) 注意義務違反

ところが，被告ａ大学は，平成１４年５月の原告の再入学の申請に対

し，踏み絵を踏ませるような試験を行って原告を不合格とし，再入学を

拒否した。

（被告ａ大学の主張）

被告ａ大学は，安全配慮義務を尽くしていたものであり，安全配慮義務違

反はない。

ア 事前の一般的注意義務（原告の主張ア）について

(ア) 気中ホルムアルデヒド濃度の規制基準について

ａ 原告がａ大学においてホルムアルデヒドに曝露した平成１１年４月

当時，解剖学実習室における気中ホルムアルデヒド濃度の規制基準は

存在していなかった。

ｂ 原告は，当時の厚生省の居室環境基準である０．０８ｐｐｍ及びＷ
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ＨＯの作業場環境基準０．５ｐｐｍを基準として主張する。

しかし，解剖学実習室は，居住空間ではなく，医師を養成するため

の実習の場であり，かつ，解剖体の固定のためにホルマリンの使用は

避けられないことから，解剖学実習室における気中ホルムアルデヒド

濃度の基準として居室環境基準を用いることは不適切である。

また，作業場環境基準も，健康に関する高い目標の達成を目的とす

るＷＨＯが発表した基準であり，規制を直接の目的とするものではな

い。また，「作業場」という極めて対象の広範囲な空間に対する基準

を解剖学実習室という特殊な環境に対して直ちに適用することも不適

切である。

よって，原告の主張する居室環境基準及び作業場環境基準から解剖

学実習室におけるホルムアルデヒド濃度についての一般的注意義務が

発生するものではない。

(イ) ホルムアルデヒド曝露回避措置について

以下のとおり，被告ａ大学には，原告の主張する措置についての注意

義務違反はなかった。

ａ ホルマリンの使用について

ホルマリンを使用しないことは不可能である。

ｂ 環流固定法について

注入固定法と環流固定法は同じものであり，原告の主張は失当であ

る。

ｃ アルコール置換について

ａ大学では，平成１１年４月当時から，アルコール置換が実施され

いた。

ｄ アンモニア，アンモニウム塩について

アンモニア，アンモニウム塩は使用していなかったものの，その代
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わりに水やフェノールを散布していたものである。

ｅ 解剖学実習室内の気温について

ａ大学では，平成１１年４月当時，換気装置による温度調節にて，

室温を下げていた。

ｆ 強制換気システムについて

ａ大学では，平成１１年４月当時，天井から吸気して床面に近い排

気口から出す方式で換気を行っていた。

ｇ 局所換気装置，ホルムアルデヒド除去ゲル，下方へ排気される解剖

台について

平成１１年４月当時，いずれも一般的に普及しているものではなか

った。

ｈ マスク，ゴーグルの使用について

ａ大学では，平成１１年４月当時から，マスク，ゴーグルの使用を

認めていた。

イ ホルムアルデヒドの危険性等についての説明義務（原告の主張イ）につ

いて

(ア) 前記原告の主張イで主張されているｄ教授の説明義務は，何を説明

すべきかが具体的に明らかにされておらず，また，原告の症状との間に

因果関係があるのか否かも不明である。

(イ) ｄ教授は，解剖学実習の前に，注意点等を説明し，体調不良が起こ

ったら直ちに申し出るよう指導していた。そして，現に原告が体調不良

を訴えたことから，ｄ教授は，原告を解剖学実習室の外で休ませたもの

であり，適切な対処をしていた。

(ウ) 前記(1)被告ａ大学の主張のとおり，そもそも原告の体調不良はホ

ルムアルデヒド曝露が原因ではなく，精神疾患が原因であったから，い

ずれにせよ，本件において，ホルムアルデヒドの危険性についての説明
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義務は問題とはならない。

ウ その他のｄ教授の義務（原告の主張ウないしカ）について

前記原告の主張ウないしカにおいて原告が主張するｄ教授の義務は，い

ずれも原告の体調不良の原因がホルムアルデヒド曝露であったことを前提

とするものである。しかし，原告の体調不良の原因は，ホルムアルデヒド

曝露ではなく，精神疾患にあったから，いずれの義務も存在しない。

エ 体調不良が継続したとき，解剖学実習に代わる方法を用意して，解剖学

実習から遠ざけるべき義務（原告の主張キ）について

解剖学実習は，個人毎に異なる複雑かつ多様な人体に関する解剖学の知

識を習得するものであり，その医学教育における重要性に照らせば，代替

措置をとるべき法的義務は存在しない。

オ ｅ医師，ｆ医師らの義務（原告の主張クないしサ）について

前記原告の主張クないしサにおいて原告が主張するｅ医師又はｆ医師ら

の義務は，原告の体調不良の原因がホルムアルデヒド曝露であったことを

前提とするものである。しかし，原告の体調不良の原因は，ホルムアルデ

ヒド曝露ではなく，精神疾患にあったから，いずれの義務も存在しない。

カ 入院，再入学に関する義務（原告の主張シないしセ）について

争う。

(3) 被告ｂ大学の安全配慮義務違反の有無

（原告の主張）

被告ｂ大学は，以下の各義務が複合した安全配慮義務を負っていたところ，

これを怠った。

ア 事前の一般的注意義務

(ア) 注意義務

ホルマリンから発生するホルムアルデヒドは，健康を害する化学物質

であり，平成１３年５月当時，規制基準も存在していたのであるから，
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被告ｂ大学は，遺体の固定にホルマリンを用いていた以上，解剖学実習

に参加する学生の健康を損なわないため，解剖学実習室のホルムアルデ

ヒド濃度を主位的にはＷＨＯ（世界保健機関）の定める居室基準（０．

０８ｐｐｍ）以下に，予備的には同作業場基準（０．５ｐｐｍ）以下に

抑えるべき義務があった。これらの基準値は，一般的に人が健康被害を

受ける可能性と物質の有用性を考慮して社会的な相当性から定められた

ものであるから，その基準値を超えたホルムアルデヒド曝露が健康被害

を生じさせることは容易に予見可能である。

しかも，平成１３年４月当時においては，既に文部科学省高等教育局

医学教育課長により，医学部又は歯学部を置く国公立大学の事務局長に

宛てて，「医学部及び歯学部の室内空気環境汚染の防止等について」と

る依頼文書（平成１３年２月２３日付），「医学生及び歯学生の系統解

剖実習時の環境向上について」と題する通知（平成１３年４月２０日

付）が発せられていたのであるから，被告ｂ大学が予見すべき義務は一

層明白であった。

そして，とられるべき一般的回避措置は，気中ホルムアルデヒド濃度

を測定し，気中ホルムアルデヒド濃度を基準値内に抑えることであり，

基準値内に抑えられないときは，個人曝露対策を徹底し，個人曝露を可

能な限り抑えることである。

具体的には，被告ｂ大学には，以下の措置をとるべき注意義務があっ

た。

ａ 解剖学実習室における気中ホルムアルデヒド濃度を基準値内に抑え

るために，解剖学実習室内のホルムアルデヒド濃度を定期的に測定す

る。

ｂ 人の健康に有害な物質であるホルマリンを遺体固定のために使用し

ない。
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ｃ 仮に使用するとしても，注入固定法ではなく環流固定法にする。

ｄ 仮に使用しても，アルコール置換等で残存を最小にする。

ｅ 遺体の保管中にホルムアルデヒドをアンモニアやアンモニウム塩で

減らす。

ｆ 気温上昇とともにホルムアルデヒド発生量が増えるので，解剖学実

習室の気温を下げる。

ｇ 解剖学実習室に特別に強力な強制換気システムを導入する。

ｈ 解剖台の改修を含めた局所換気装置を導入する。

ｉ ホルムアルデヒド除去ゲルを設置する。

ｊ 個人曝露を最小限にするために下方へ排気される解剖台を導入する。

ｋ 個人曝露を最小限にするために効果的なマスク，ゴーグルを使用さ

せる。なお，マスク・ゴーグルについては，その種類により有効性に

差があるところ，活性炭繊維マスクは一定の効果があり，ポシェット

型の循環式タンクがついたマスクはそれ以上に有効性がある。

ｌ 個人曝露を最小限にするために，剖出作業の一部を教員が行ったり，

シュミレーション用の各種ソフトを教材として利用するなどの代替的

方法を用いて，学生の曝露時間を低減する。

(イ) 注意義務違反

被告ｂ大学には，平成１３年４月までに，解剖学実習室における気中

ホルムアルデヒド濃度を基準値内に抑えるよう努めた形跡がない。した

がって，平成１３年４月当時，解剖学実習室は基準値以上の気中ホルム

アルデヒド濃度であったであろうことが合理的に推定できる。また個人

曝露対策を徹底し，個人曝露を可能な限り抑える対策もとられていなか

ったので，被告ｂ大学は前記義務に違反していた。

イ ホルムアルデヒドの危険性等についての説明義務

(ア) 注意義務
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被告ｂ大学の解剖学の担当教授は，解剖学実習の前に，ホルムアルデ

ヒドの危険性，防護法の必要性を学生に説明し，体調不良が起こったら

直ちに担当教員に申し出るよう指導すべき注意義務があった。特に，ホ

ルムアルデヒド曝露による化学物質過敏症は誰に起こるか予測できず，

被告ｂ大学においては気中ホルムアルデヒド濃度を測定しておらず，気

中ホルムアルデヒド濃度は基準値をはるかに超えた高濃度であったと考

えられ，また個人曝露防止策も不十分だったのであるから，説明，指導

の必要性は高かった。

(イ) 注意義務違反

ところが，解剖学の担当教授は，前記説明，指導を行わなかった。

ウ 解剖学実習での顕著な健康被害が継続した時点で，気中ホルムアルデヒ

ド濃度を測定し，基準値内に抑える対策措置をとる義務

(ア) 注意義務

平成１３年５月，原告が被告ｂ大学のｍ教授（以下「ｍ教授」とい

う。）に対し健康被害を訴えた時点，または同年６月，原告が，解剖学

担当のｎ教授（以下「ｎ教授」という。）に対し，解剖学実習により顕

著な健康被害が継続しているため，換気システムを作動するよう頼んだ

時点で，同教授らには，適切な問診をし，原告の健康被害の原因が解剖

学実習室のホルムアルデヒド曝露である蓋然性が高いことを経験的に推

定し，ｂ大学管理部門に対し，解剖学実習室内の気中ホルムアルデヒド

濃度を測定すること，解剖学実習室のホルムアルデヒド曝露を基準値内

に抑えるための回避措置（前記ア(ア)ｂないしｉ）をとることを提案す

べき義務があった。

そして，ｂ大学管理部門は，その提案を受け，気中ホルムアルデヒド

濃度を測定し，前記回避措置を実施すべき義務があった。

(イ) 注意義務違反
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ところが，ｎ教授らは，原告の顕著な健康被害を精神的な原因による

ものと判断して，前記提案を行わず，ｂ大学管理部門は，気中ホルムア

ルデヒド濃度の測定及び前記回避措置を実施しなかった。

エ 解剖学実習での顕著な健康被害が継続した時点で，ホルムアルデヒドの

個人曝露を減少させる対策措置をとる義務

(ア) 注意義務

前記ウの時点で，ｎ教授らは，原告に生じている健康被害が解剖学実

習のホルムアルデヒド曝露が原因ではないかと疑い，そのことを原告に

説明し，原告に休憩を取らせるなど曝露回避措置を取る義務があった。

また，原告のホルムアルデヒドの個人曝露を減少させるために，下方へ

排気される解剖台を導入し，曝露を減少させる効果のあるマスク・ゴー

グルを使用させる措置をとるべき義務があった。

さらに，少なくともホルムアルデヒドによる健康被害を念頭に置いた

うえで，原告に対し，専門医への受診を勧める義務があった。

(イ) 注意義務違反

ところが，ｎ教授らは，原告の顕著な健康被害を精神的な原因による

ものと判断し，前記措置をとらなかったうえ，マスクやゴーグルの着用

を禁止した。

オ 健康被害が継続したとき，解剖学実習に代わる方法を用意して，解剖学

実習から遠ざける義務（予備的主張）

(ア) 注意義務

仮に，被告ｂ大学が前記ウ，エの注意義務を尽くしていたとしても，

なお原告が健康被害を継続していた場合，被告ｂ大学には，解剖学実習

に代わる方法を用意して，原告を解剖学実習から遠ざける義務があった。

(イ) 注意義務違反

ところが，被告ｂ大学は，平成１３年５月，原告がｍ教授に対して，
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解剖学実習による健康被害を訴え，平成１３年６月，ｎ教授に対して，

健康被害の継続を訴えていたにもかかわらず，解剖学実習に代わる方法

を用意せず，原告を解剖学実習から遠ざけることを怠った。

カ ｂ大学病院の医師の注意義務その１

(ア) 注意義務

原告が，平成１３年６月４日から同月７日，ｂ大学病院を受診し，ｏ

医師（以下「ｏ医師」という。）らの診察を受けたとき，ｏ医師らは，

①遺体の固定にホルマリンが使用されていたこと，②ホルマリンが気化

して発生するホルムアルデヒドが有害であると認識していたと考えられ

ること，③原告が解剖学実習室でホルムアルデヒドに曝露していたこと

から，適切な問診を行い，ホルムアルデヒド曝露と原告の顕著な健康被

害との関係を疑い，ｎ教授と連絡をとり，前記ウないしオの措置を行う

べき義務があった。

また，原告は，平成１３年６月４日，診察を受けた際，同年５月３１

日から喉の調子が悪くなり，声がかすれるようになったこと，胃痛，嘔

吐の症状があることを訴えており，同月５日以降は，呼吸器の状態が悪

化したのであるから，ｂ大学病院の担当医師らは，適切な問診を行い，

ホルムアルデヒドの曝露の影響を疑って，原告に対し化学物質過敏症に

ついて専門医の受診を勧め，確定診断，治療に至るようにすべき義務が

あった。

(イ) 注意義務違反

ところが，ｂ大学病院の担当医師らは，原告の訴えを詐病又は精神疾

患と決めつけ，前記措置をとらなかった。

キ ｂ大学病院の医師の注意義務その２

(ア) 注意義務

原告が，平成１３年６月１０日，同月２５日，同月２８日，同年８月
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３日，解剖学実習室で意識を失い倒れるなどの身体症状を示したとき，

ｂ大学病院の医師らには，①遺体の固定にホルマリンが使用されていた

こと，②ホルマリンが気化して発生するホルムアルデヒドが有害である

と認識していたと考えられること，③原告が解剖学実習室でホルムアル

デヒドに曝露していたことから，適切な問診を行い，ホルムアルデヒド

曝露と原告の顕著な健康被害との関係を疑い，ｎ教授と連絡をとり，前

記ウないしオの措置を行うべき義務があった。

さらに，化学物質過敏症について専門医の受診を勧め，確定診断，治

療に至るようにすべき義務があった。

(イ) 注意義務違反

ところが，ｂ大学病院の医師らは，原告の訴えを詐病又は精神疾患と

決めつけ，前記措置をとらなかった。

ク ホルムアルデヒド曝露と原告の顕著な健康被害との関係が専門医によっ

て明らかとなったときの注意義務

(ア) 注意義務

被告ｂ大学の担当教授は，原告から平成１３年６月２１日，ホルマリ

ン眼炎の診断を受けたと聞いた時，同年６月２３日付ｇ眼科クリニック

の診断書を受け取った時，同年８月１４日付ｈ病院の診断書を受け取っ

た時，または平成１４年２月下旬，ｉ病院のｊ医師作成の平成１４年２

月２０日付診断書及び平成１４年意見書を受け取った時点で，被告ｂ大

学には，原告が解剖学実習室におけるホルムアルデヒド曝露により化学

物質過敏症を発症したことを認識し，前記ウないしオの措置を行うべき

注意義務があった。

(イ) 注意義務違反

ところが，ｂ大学のｍ教授及びｎ教授は，原告が化学物質過敏症であ

ることを認めず，前記ウないしオの措置をとらなかった。
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ケ 代替措置を講じず，進路障害を生じさせた義務違反

(ア) 注意義務

原告は，被告ｂ大学の解剖学自習中，意識を失うなど生死の境をさま

ようような極めて重篤な症状を来していたのであるから，被告ｂ大学に

おいては，原告に対し，解剖学実習の代替措置を講じるべき義務があっ

た。

(イ) 注意義務違反

ところが，被告ｂ大学は，代替措置を認めなかったため，原告は，解

剖学の単位を取得することができなくなり，医師になる道を絶たれた。

（被告ｂ大学の主張）

被告ｂ大学は，解剖学実習における安全配慮義務を尽くしていたものであ

り，安全配慮義務違反はない。

ア 解剖実習室におけるホルムアルデヒド濃度の基準値について

(ア) 原告がｂ大学にて解剖学実習を受けた当時，解剖実習室においてホ

ルムアルデヒド濃度を一定以下にしなければならないとする基準値は，

設定されていなかった。

これは，解剖実習室内の環境は，ホルムアルデヒドが居室等に比して

高濃度になることが予測される一方，解剖学実習の必要性とホルムアル

デヒドの他のものへの代替困難性に照らし，明確な基準値が提示されて

いなかったものである。

原告の主張するＷＨＯの居室基準や厚生労働省の作業場環境基準は，

解剖実習室にそのまま適応できるものではなく，他大学医学部の解剖実

習室においても，ホルムアルデヒド濃度は，前記各基準を超えていたも

のであるから，解剖実習室におけるホルムアルデヒド濃度を前記各基準

値以下にすべき義務はなかった。

イ ホルムアルデヒドに対する措置について



26

ｂ大学では，解剖学実習を受講する学生にホルムアルデヒドによる健康

被害が生じないよう，以下のような措置が講じられていたものであり，安

全配慮義務違反はない。

(ア) 遺体のホルムアルデヒド濃度低減策

ａ 遺体の固定には，まず環流固定（大腿動脈からホルムアルデヒド溶

液を流入し，血管を通じて全身に固定液を流してする固定）を行うが，

ｂ大学で用いられていたホルムアルデヒド溶液は，一般的に使用され

ていたホルムアルデヒド濃度の固定液（３．５％ホルムアルデヒド，

０．７％メチルアルコール，７．１％グリセリンの溶液）であった。

ｂ 次に，環流固定だけでは固定が十分でないことが多いため，遺体を

浸漬固定（後固定）及び保存の目的で保存液（後固定液）に浸けるこ

とになるが，ｂ大学では，遺体を７０％アルコールのみの保存液に１

か月ないし３か月以上浸け，余分なホルムアルデヒドを洗い出し，徹

底したアルコール置換を実施していた。

(イ) 解剖実習室内のホルムアルデヒド濃度低減策

ｂ大学では，以下のような気中ホルムアルデヒド濃度低減策を講じて

いた。

そして，平成１８年５月１２日，解剖実習室のホルムアルデヒド濃度

を測定したところ，その数値は平均０．１８ｐｐｍであり，他大学の一

般的な濃度と比較しても低かった。

ａ 換気システムの設置

ｂ大学の解剖実習室には，解剖実習室内のホルムアルデヒド濃度低

減に最も有効であると考えられる高性能の排気システムが設置されて

いた。

ｂ ライヘパックの使用

解剖学実習の終了後は，毎回，遺体を布でくるみ，ファスナー式の
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ビニールパック（ライヘパック）により密封していた。これにより解

剖実習室の空気中へのホルムアルデヒドの拡散を防ぐこととしていた。

ｃ ホルムアルデヒド吸着マット・シートの使用

解剖学実習の際には，ホルムアルデヒド吸着マット・シートを使用

し，ホルムアルデヒド濃度を低減させる措置を講じていた。

これは，遺体からの体液を吸水吸着分解して，実習室内へのホルム

アルデヒド蒸発濃度を軽減し，シートと遺体の接触面からの蒸発も防

止するものである。

(ウ) ホルムアルデヒドの防御用具

解剖学実習を行うに際しては，ホルムアルデヒドの防御用具になるも

のとして，ラテックス手袋，マスク（活性炭入り防塵マスク），ゴーグ

ル，帽子，予防衣を準備し，学生の要望に応じて貸与していた。

なお，原告に対しては，本人の希望により，活性炭入り防塵マスク及

びゴーグルを貸し出して着用させたが，本人が面倒だからと言って着用

しないことも多かったものである。

(エ) 学生に対する注意喚起，対応

ａ 解剖学実習においては，解剖学実習担当教官から学生に対して，実

習の初回には必ず，また，その後も折にふれて，口頭で，ホルムアル

デヒドの危険性やこれに対する対処として活性炭入り防塵マスク，ゴ

ーグル等の防御用具を使用するように注意していた。

そして，実習中に気分や体調が悪くなった学生に対しては，外に出

て休憩させる，臨床医に紹介，引率し，診察と処置を受けさせるなど

の対応をとっていた。

さらに，平成１３年６月１２日からは，「人体正常解剖学実習上の

注意事項の追加」（乙Ａ２）と題する書面を解剖実習室内に掲示する

方法でも，ホルムアルデヒドの危険性，ゴーグル，マスク，手袋の着
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用や教官への相談についての注意喚起を行った。

ｂ 平成１３年６月２８日原告が解剖学実習中に倒れた後，被告ｂ大学

は，原告の母親に対して，原告は非常にストレスなどが溜まっており，

今後も引き続き体調を悪化させる可能性があるので，休養をとり，体

力を回復させてから授業を受けるよう勧めた。ところが，原告の母親

は，原告はホルマリンの臭いにも弱いが解剖学実習の単位を落とした

くないので授業には出たいと言っているのでそうさせたいと述べ，原

告は，その後も解剖学実習の授業を受け続けたものである。

ウ ｂ大学病院の医師の義務について

以下の点からすれば，ｂ大学病院の医師には，原告に化学物質過敏症に

ついて専門医の受診を勧め，確定診断，治療に至るようにすべき義務や解

剖学実習に代わる方法を用意して，原告を解剖学実習から遠ざける義務は

なかった。

(ア) 化学物質過敏症の概念は，医学的には確定したものではなかった。

(イ) 前記(1)被告ｂ大学の主張のとおり，原告の症状は，ホルムアルデ

ヒド曝露によるものではなかった。

(ウ) 原告は，ｂ大学病院の医師に対して，ａ大学医学部に在籍していた

こと，同大学同学部の解剖学実習においてホルマリン曝露を受けていた

こと，平成１３年６月２３日にｇ眼科クリニックでホルマリンによる過

敏アレルギー反応を指摘されたことなどを伝えておらず，原告の症状に

ついてホルムアルデヒド曝露との関連性を疑うことは困難であった。

(4) 因果関係の有無

（原告の主張）

ア 健康被害との関係

原告は，被告ａ大学におけるホルムアルデヒドの大量曝露によって健康

被害を生じ，ホルムアルデヒドの曝露に弱い体調となっていたところ，被
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告ｂ大学でのホルムアルデヒドの大量曝露によって重篤な健康被害を生じ

た。

その結果，主位的にはｂ大学在学中に化学物質過敏症を発症したもので

あり，予備的にはａ大学在学中に化学物質過敏症を発症した，あるいは発

症の時期は不明であるとの主張をするものである。

原告は，被告ａ大学の前記安全配慮義務違反がなければ，化学物質過敏

症を発症して，これが不可逆的に至ることはなかった。

また，ｂ大学入学前には症状の改善がみられており，被告ｂ大学の前記

安全配慮義務違反がなければ，不可逆的な化学物質過敏症を発症すること

はなかった。

よって，被告らの前記安全配慮義務違反と原告が化学物質過敏症を発症

したことには因果関係がある。

イ 医師になることができなかった損害との関係

被告らは，原告に化学物質過敏症を発症させたうえ，体調不全にもかか

わらず，最後まで解剖学実習を終えた原告に単位を付与せず，進級させず，

原告の医師になるための学業をできなくさせた。

よって，被告らの義務違反と原告が医師になることができなかった損害

との間には因果関係がある。

（被告ｂ大学の主張）

前記(1)被告ｂ大学の主張のとおり，原告が主張する症状がホルムアルデ

ヒド曝露によるものとは認められない。

また，化学物質過敏症を発症した時期も不明であり，仮に，ａ大学におい

て不可逆的な化学物質過敏症を発症していたのであれば，ｂ大学におけるホ

ルムアルデヒド曝露と，原告の健康被害，医師になることができなかった損

害との間には因果関係がない。

（被告ａ大学の主張）
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前記(1)被告ａ大学の主張のとおり，原告の主張する症状は，ａ大学におけ

るホルムアルデヒド曝露とは関係がなく，精神疾患に起因するものである。

また，原告は，原告が化学物質過敏症を発症した時期を特定していない。

よって，原告の主張する損害とａ大学におけるホルムアルデヒド曝露とに

因果関係は認められない。

(5) 共同不法行為の成否

（原告の主張）

被告ａ大学及び被告ｂ大学の不法行為には客観的関連共同性が認められ，

共同不法行為が成立するから，原告が化学物質過敏症を発症した時期が特定

されなくとも，被告らは，連帯して損害賠償責任を負う。

（被告らの主張）

原告の主張は争う。

(6) 損害

（原告の主張）

原告は，被告らが前記安全配慮義務違反を怠ったことにより，化学物質過

敏症を発症し（ホルムアルデヒド曝露に基づく健康被害を受け），以下の損

害を被った。

ア 化学物質の曝露を避けるための支出（過去分） ３００万円

化学物質過敏症は，大量の化学物質に曝露されたことにより発症するが，

一旦これに罹患すると，以後はごく微量の化学物質に接しただけでも反応

を生じ，具体的症状を呈する。

したがって，化学物質過敏症患者にとって，化学物質の曝露を避けるこ

とは，症状発現を防止するために欠くことのできないものであり，そのた

めの支出は，本件不法行為による損害に該当するところ，その額は少なく

とも月額１０万円を下らない。

よって，平成１４年２月２０日（原告がｊ医師から多種類化学物質過敏
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症との診断を受けた日）から本訴提起までの３０か月における支出額は，

３００万円を下らない。

イ 化学物質の曝露を避けるための支出（将来分） ２２２７万８１２０円

原告は，終生にわたり，前記アのとおり，化学物質の曝露を避けるため

に少なくとも月額１０万円の支出を余儀なくされる。

そして，原告は，本訴提起時３１歳であり，平成１４年度簡易生命表に

よる平均余命は５４．８８年であるところ，ライプニッツ方式（５４年に

相当するライプニッツ係数１８．５６５１）により中間利息を控除すれば，

将来支出分の損害額は，２２２７万８１２０円である。

（計算式）

10万円×12×18.5651＝2227万8120円

ウ 既払い入学金，授業料

(ア) ａ大学

ａ 入学金及び前期授業料 ６４８万６２００円

ｂ 後期授業料 １０７万０４００円

(イ) ｂ大学

ａ 入学金 ２８万２０００円

ｂ 授業料 ５２万０８００円

エ 逸失利益

(ア) 医師になることができなかったことによる逸失利益

被告ａ大学に対し １億３３５９万１９５９円

被告ｂ大学に対し １億３１１８万９７０６円

原告は，被告ａ大学におけるホルムアルデヒド曝露による健康被害を受け

ることがなければ，平成１５年３月，ａ大学医学部を卒業し，同年４月から

医師として稼働することができたと考えられる。

また，被告ｂ大学におけるホルムアルデヒド曝露による健康被害を受
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けることがなければ，平成１７年３月，ｂ大学医学部を卒業し，同年４

月から医師として稼働することができたと考えられる。

よって，平成１４年賃金センサス医師平均年収１２３１万５５００円と大

卒女性労働者全年齢平均年収４４６万５０００円との差額である年収７８５

万０５００円を基礎に，被告ａ大学につき就労可能年数を３９年，被告ｂ大

学につき就労可能年数３７年とし，ライプニッツ方式（３９年に対応するラ

イプニッツ係数１７．０１７０，３７年に対応するライプニッツ係数１６．

７１１）により中間利息を控除すれば，医師になることができなかったこと

による逸失利益は，被告ａ大学につき１億３３５９万１９５９円，被告ｂ大

学につき１億３１１８万９７０５円である。

（計算式）

被告ａ大学につき 785万0500円×17.0170＝1億3359万1959円

被告ｂ大学につき 785万0500円×16.7110＝1億3118万9705円

(イ) ホルムアルデヒド曝露に基づく健康被害による逸失利益

２６９８万１０４９円

原告がホルムアルデヒド曝露により受けた健康被害は，神経系統に障害を

残し，服することが出来る労務が相当な程度に制限されるものとして，後遺

障害等級９級（労働能力喪失率３５％）に該当する。

よって，平成１４年賃金センサス大卒女性労働者全年齢平均年収４５３万

０１００円を基礎に，労働能力喪失率を３５％，就労可能年数を３９年とし，

ライプニッツ方式（３９年に対応するライプニッツ係数１７．０１７０）に

より中間利息を控除すれば，ホルムアルデヒド曝露に基づく健康被害による

逸失利益は，２６９８万１０４９円である。

（計算式）

453万0100円×0.35×17.0170＝2698万1049円

オ 慰謝料 ３０００万円
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ホルムアルデヒド曝露に基づく健康被害のため，医師になることができなか

ったこと，日常生活に多大な支障を来したことなどにより原告が受けた精神的

苦痛に対する慰謝料は，３０００万円が相当である。

カ 被告ａ大学に対する証拠保全費用 ７万０４３０円

キ 弁護士費用 被告ａ大学に対し １９３０万０６９６円

被告ｂ大学に対し １８６１万８２７３円

よって，原告は，共同不法行為又は債務不履行（安全配慮義務違反）に基

づき，被告ａ大学に対し，前記アないしキの損害賠償金２億４３５８万１６

５４円，被告ｂ大学に対し，前記アないしオ（ただし，ウ(ア)を除く。）及

びキの損害賠償金２億３２８６万９９４８円の支払請求権を有するところ

（内２億３２８６万９９４８円の限度で不真正連帯），このうち連帯して１

億円及びこれに対する不法行為の日の後である平成１１年５月１日から支払

済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金を支払うよう求める。

（被告らの主張）

原告の主張は争う。

第３ 当裁判所の判断

１ 認定事実

前記前提事実のほか，後掲証拠及び弁論の全趣旨によれば，本件事実経過に

ついて，以下の事実が認められる。

(1) ａ大学入学までの経過

ア 原告は，米国の高校を卒業後，平成４年４月，ｐ大学法学部法律学科に

入学し，平成８年３月，同大学を卒業し，同年４月，ｃ大学大学院法学政

治学研究科修士課程に入学した（甲Ａ５１，５８，乙Ａ３２，丙Ａ１１・

１頁）。

イ 平成９年１０月７日，原告は，「気分がめいる」ことを主訴に，ｃ大学

保健センターを受診した。同日の診察において，原告は，担当医師に対し，
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①ｐ大学在学中の平成７年，阪神大震災に罹災した際，当時交際していた

男性が自分の下に来てくれなかったことで，その男性から見捨てられたと

の思いを抱き，そのような「見捨てられ感」は現在でも心から消えておら

ず，少し揺れたり，震災関係の記事を読んだりすると，動揺してしまうこ

と，②ｃ大学大学院法学政治学研究科になじめず，同研究科入学以来，ｐ

大学在学中にはなかった膀胱炎，生理不順，湿疹，倦怠感等の身体症状が

出現するようになったこと，③平成９年１２月２４日が提出締め切りの修

士論文を全く書けていないことなどを訴え，抗うつ剤の処方を希望した

（丙Ａ１１・２，３頁）。

ウ 平成９年１０月９日，原告は，ｃ大学保健センター精神科を受診し，ｑ

医師の診察を受けた。ｑ医師は，原告の気分の落ち込み，気力の喪失，不

適応感等の訴えから，「抑うつ神経症」との診断をし，レスリン（抗うつ

剤），ＰＺＣ（抗精神病薬），レスミット（抗不安薬）を処方した（丙Ａ

１１・１，５頁）。

エ 平成９年１０月１３日，原告は，ｃ大学保健センター精神科を受診し，

ｒ医師（以下「ｒ医師」という。）の診察を受けた。ｒ医師は，原告には

気分の不安定さ，抑うつ気分，希死念慮，悲哀感といった抑うつ的な要素

があったが，米国の高校へ留学するなど，元来は明るく意欲的な性格であ

ること，上記の抑うつ状態が阪神大震災後に頻発しているという既往，原

告が訴える「見捨てられ感」も罹災時に誰からも助けを得られなかったと

いう実際の体験からきていると考えられること，不眠，原因不明の情動発

作の存在などの点から，原告の症状はＰＴＳＤが主であり，うつはそれに

付随しているものと判断し，原告の診断名をＰＴＳＤに改めた（甲Ｂ７７，

８７，丙Ａ１１・１，６頁，証人ｒ３，３６，３７頁）。 ｒ医師は，原

告に対し，ＰＴＳＤの治療として，精神分析的なカウンセリングを実施す

ることとし，これを平成１０年７月１７日まで行った（甲Ｂ７７，８７，
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丙Ａ１１・６ないし２４頁，証人ｒ２ないし４，１６ないし１９頁）。

オ 平成１０年１０月１２日，原告は，失声を主訴に，ｋ病院精神神経科を

受診した。同日の診察において，原告は，担当医師に対し，同月９日，交

際相手からひどいことを言われて，それ以来声が出なくなったこと，その

夜，ひどい頭痛，吐気，呼吸困難に陥り，同病院救急外来を受診したこと

などを筆談で伝えた（丙Ａ３・１，３ないし１２，１５頁）。

カ その後，原告は，月に３ないし５回程度の頻度で定期的にｋ病院精神神

経科に通院し，ホリゾンの静注やアモキサン，コンスタン，メレリル，セ

ジエル，リボトリールなどの投薬を受けた。

キ 原告は，平成１１年３月，ｃ大学大学院法学政治学研究科修士課程を修

了した。

(2) ａ大学在学中における経過

ア 平成１１年４月１日，原告は，ａ大学医学部３年次に学士編入学し，同

月６日，授業が開始された。

同日，原告は，ｋ病院精神神経科を受診し，担当医師に対し，ａ大学へ

行ってきたこと，編入であるためスケジュールがハードであることなどを

話した（丙Ａ３・３４頁）。

イ 平成１１年４月２０日，原告は，ａ大学医学部において，肉眼解剖学実

習を受け始めた（丙Ａ４）。

同日，原告は，ｋ病院精神神経科を受診し，担当医師に対し，学校が肉

体的にも精神的にもつらい，全然勉強についていけない，「読めない文字

を暗記するなんてできない」などと話した（丙Ａ３・３５頁）。

ウ 平成１１年４月末ないし５月初めころの解剖学実習において，原告は，

担当教授であったｄ教授に対し，体調不良を訴えた（前記前提事実(2)

ウ）。ｄ教授は，原告に対し，実習室の外で座って休んでくるよう指示し

た（甲Ａ５８）。
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エ 平成１１年４月２７日，原告は，ｋ病院精神神経科を受診し，担当医師

に対し，泣きながら「学校の方で，勉強とか実習とかついていくのが大変

で気ばかり焦っちゃって眠れないしゴハン食べられないし」，「すごいお

金を実家で払ってくれてるというのもあるし，勉強やらなきゃと思うと焦

ってしまう。クラスのみんなができるのに，私だけができなくて下の方に

いるような気がする。」などと学業に対する不安を訴えた（丙Ａ３・３５，

３６頁）。

同日，原告は，ａ大学ｌ保健管理室を受診し，ｅ医師に対し，学業に対

する不安が強いことを訴えた。ｅ医師は，原告に対し，ａ大学病院精神科

を受診するよう勧め，同科外来担当医師宛てに「解剖学等の授業で日本語

テキスト見て，読解困難のため，著しく不安となり，学業が手につかない

とのことです。現在，自宅近くの東邦大大橋病院精神科を受診しています

が，授業開始後通院困難なこと，上記大橋病院のDrの対応に満足でないこ

とを訴え，本院受診希望しています。現在かなり不安感強いようなので，

直ちに貴科を受診するようすすめました。」などと記載した紹介状を作成

した（丙Ａ１・４頁）。

オ 平成１１年４月２８日，原告は，ｅ医師の勧めに従い，ａ大学病院精神

科を受診した。そして，診察を担当したｆ医師に対し，「何をやっても理

解できない。漢字多いし，元々文系で勉強についていけない。日本語聞き

取れないし，漢字も読めないし，皆分かっていて私だけ分からなくて。勉

強しなくてはと思うけど頭に入らない。」，「英語で考えると泣けない。

うつっぽくなるときは絶対日本語で考えている。」などと学業に対する不

安を訴えた。診察時，目の痛み，咳，咽頭痛，じんま疹，呼吸異常，意識

消失等の訴えや身体症状は認められなかった。ｆ医師は，原告を抑うつ状

態と診断し，原告に対し，ｋ病院で処方されたアモキサン，コンスタンを

引き続き服用しつつ，休養をとることを指示した（丙Ａ１・５，７ないし
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１１頁，丙Ａ１５，証人ｆ１ないし３，２７，２８頁）。

カ 平成１１年５月６日，原告は，ａ大学病院精神科を受診し，診察を担当

したｆ医師に対し，ｋ病院でリボトリールを頓用にて処方されたことを話

すとともに，「ナーバスで試験のことが頭から離れない。寝られたし，食

べてもいたが，気分は落ち着かない。医学部は間違った選択だった。でも

やめても何もできることないし。」と不安感を訴えた。ｆ医師は，原告に

対し，トリプタトル，デパス，リボトリールを処方した（丙Ａ１・１１

頁）。

キ 平成１１年５月７日，原告は，ａ大学病院精神科を受診し，診察を担当

したＤ医師に対し，前日に処方されたトリプタトル，デパスを服用した後，

眠気とふらつきがひどく立っていられなくなったことを話し，泣きながら

「どうしていいか分からない」旨を訴えた。Ｄ医師は，原告に対し，次回

の診察まではデパスの内服で経過をみて，合わないようであればアモキサ

ン，コンスタンの内服に戻すよう指示した（丙Ａ１・１１頁）。

ク 平成１１年５月１３日，原告は，ａ大学病院精神科を受診し，診察を担

当したｆ医師に対し，「最低解剖だけは出ている。テストについてｄ教授

には受けると言ったが，生物も化学も分からないし，皆で勉強したが皆よ

く勉強していて涙が出てきた。もう絶対学校やめる，死にたいとか思った。

親には２６（歳）だし心配かけたくない。」などと不安感を訴えた。また，

平成１０年１０月まで精神科治療を受け，その後ｋ病院に移ったこと，阪

神大震災のとき，交際していた男性が自分を助けてくれずうつになり，病

院に通院したところＰＴＳＤだと言われたことなどを話した。ｆ医師は，

原告がこれ以上努力を続けるのは困難であると考え，原告に対し，休息の

ために入院することを提案した。これを受けて原告は，精神科病棟への入

院を予約した（丙Ａ１・１１，１２頁，丙Ａ１５，証人ｆ３頁）。

ケ 平成１１年５月２１日，原告は，ａ大学病院精神科を受診し，診察を担
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当したｆ医師に対し，入院して実習に出席できなければ留年することとな

り，そうすると学費を出してもらえないため，大学をやめなくてはいけな

いから，入院したくない旨を話した。ｆ医師は，ｄ教授に相談すると答え

た（丙Ａ１・１２頁）。

コ 平成１１年５月２７日，原告は，ａ大学病院精神科を受診し，診察を担

当したｆ医師に対し，精神科病棟を見て，閉じこめられる感じに耐えられ

ないと思ったので入院はしたくない旨を述べて，精神科病棟への入院をキ

ャンセルした。また，同月２５日にテストがあったが，全然できなかった

こと，来週は講義ばかりなので休むつもりであることを伝えた。ｆ医師は，

原告が休養をとるつもりなのであれば無理に入院させなくてもよいと考え，

様子をみることとし，ルボックスを処方した（丙Ａ１・１２頁，丙Ａ１５，

証人ｆ３，４頁）。

サ 平成１１年６月１日，原告は，ｋ病院精神神経科を受診し，担当医師に

対し，ａ大学病院において入院するよう言われたこと，一旦は入院を予約

したがキャンセルしたことを話し，「授業中でも泣いちゃう，授業が分か

らない，私だけできていない気がする」旨を訴えた。担当医師は，原告に

対し，治療の場をａ大学病院に移し，しっかり治療を継続していくよう指

示した（丙Ａ３・３６，３７頁）。

シ 平成１１年６月２日，原告は，ａ大学病院精神科を受診し，診察を担当

したｆ医師に対し，ｋ病院でも担当医師から入院を勧められたこと，「前

は這ってでも（通学したい）と思っていたが，やはり自分はいつもの自分

ではないと思うし，もともとあまりよくない状況で入学したのだとも思っ

た」ことを話して，入院を希望し，精神科病棟への入院を再度予約した

（丙Ａ１・１３頁，丙Ａ１５，証人ｆ４頁）。

ス 平成１１年６月４日，原告は，ｋ病院精神神経科を受診し，担当医師に

対し，同月１９日以降にａ大学病院に入院することにしたことを話した。
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担当医師は，入院が決まって安心したためか，原告の表情が穏やかになっ

ており，ルボックスが奏効しているようであると判断した（丙Ａ３・３７

頁）。

セ 平成１１年６月９日，原告は，ａ大学病院精神科を受診し，診察を担当

したｆ医師に対し，「眠い」，「解剖やっぱりできない」，「１１時間ぐ

らい眠ったりして，でも疲れている感じ」などと訴えた。ｆ医師は，アモ

キサン，ソラナックス，ルボックスを処方した（丙Ａ１・１３頁）。

ソ 平成１１年６月１６日，原告は，ａ大学病院精神科を受診し，診察を担

当したｆ医師に対し，「ギブアップ」，「今週は学校に来れてない」，

「骨学表層テスト５０点。もう１つと合わせて６０点になればいいけど自

信なくて」と訴えた（丙Ａ１・１３頁）。

タ 平成１１年６月１９日，原告は，抑うつ状態との病名で，静養，薬物療

法を目的として，ａ大学病院精神科に任意入院した。入院時の身体系のチ

ェックでは，原告は，「循環器（息切れ・易疲労性等）問題なし，呼吸器

（呼吸困難・咳嗽等）問題なし，希死念慮明らかなものなし，自殺企図な

し」とされた。また，「もう限界と思った。本を読むのもいや，勉強する

のもいや，大学に入って勉強した頃からもう苦しかった。覚えていること

が思い出せない。漢字も読めない。」などと訴えた。入院は，意欲低下，

焦燥感の症状に対し，休養のとれる環境を提供するなどのため，３０日程

度が必要とされた（丙Ａ２・５，２２，２９ないし３１，６８，６９，９

８，１１０頁，丙Ａ１５）。

入院中，原告は，学業上の不安を訴え，同年７月２日には，「死にたい。

もう何もかもいやだ」などと訴えたり，同月３０日にはカミソリを取り出

して見ている所を発見されたりした（丙Ａ２・３８，５２，１１０，１４

２，１４８頁）。

チ 平成１１年８月１８日，原告は，ａ大学病院精神科を退院した（前記前



40

提事実(2)オ）。

ツ 原告は，平成１１年１０月１日，抑うつ状態との診断書を添えて休学願

をａ大学に提出し，同日から平成１２年３月３１日まで，同大学を休学し

た（丙Ａ６の１，２）。そして，同年４月１日，同大学を退学した（丙Ａ

８）。

(3) 文部科学省高等教育局医学教育課長通知

ア 文部科学省高等教育局医学教育課長は，平成１３年２月２３日付で，医

学部又は歯学部を置く国公私立大学の事務局長に宛てて，「医学部及び歯

学部の室内空気環境汚染の防止等について」と題する依頼文書を発した

（乙Ａ１）。

イ また，文部科学省高等教育局医学教育課長は，平成１３年４月２０日付

で，医学部又は歯学部を置く国公私立大学の事務局長に宛てて，「医学生

及び歯学生の系統解剖実習時の環境向上について」と題する通知を発し，

①ホルマリン使用時には，その濃度に応じて，室内にホルムアルデヒドが

気化し毒性をもつことがあるので，空気環境の改善に努めること，特に実

習室内は，多数の学生が同時に曝露される可能性があるので，換気扇や空

気清浄機等で出来る限りの清浄化に努めること，②現在，濃度の高いホル

ムアルデヒド溶液（３．５％以上：１０％以上のホルマリン溶液）を使用

している場合，今後ホルムアルデヒド溶液の濃度及び実習時・遺体処理時

における毒性を低減させるよう，手段を講ずるように努めること，③学生

に対しては，濃度の高いホルムアルデヒドの毒性及びその毒性が濃度によ

って軽減させられることを認識させ，皮膚・粘膜への影響に対する防護方

法や廃棄方法を文書等をもって認識させること，④学生に理解させる内容

については，ホルムアルデヒドを含有する製剤（含有率１％以下のものを

除く。）は，毒物及び劇物取締法で規制されており，また，皮膚や粘膜へ

の影響が心配されるから，皮膚疾患や各種アレルギーを持つ学生は，防護
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措置（マスク，手袋等）を必要に応じてとらせること，即ち， 目への刺ⅰ

激，目の痛みが強い場合は，洗顔をまめにし，ゴーグル等で目を保護する，

鼻への刺激が強い場合は，活性炭入りのマスクをする， 手の荒れは手ⅱ ⅲ

袋等で保護すること等を通知した（乙Ａ１）。

(4) ｂ大学在学中における経過

ア 平成１３年４月１日，原告は，ｂ大学医学部に学士編入学した。

同年４月１９日，午後１時５０分から午後４時１０分まで，動物の解剖

実習が行われた。その際，原告から，体調不良の訴えはなかった（乙Ａ６

２）。

イ 平成１３年５月１５日，原告は，ｂ大学医学部において，肉眼解剖学実

習を受け始めた（甲Ａ５，乙Ａ５０）。

ウ 平成１３年６月４日，原告は，食思不振，嗄声を主訴に，ｂ大学病院総

合診療部を受診し，担当医師に対し，同年５月３１日に図書館で勉強をし

ているときに咽頭部の違和感を覚えたこと，同年６月１日の朝から声がか

すれ，ほとんど出なくなったこと，ｂ大学に入学してから極度のストレス

状態におかれており，胃痛，嘔吐の症状があることなどを訴えた（乙Ａ３

８・５頁）。

エ 平成１３年６月５日，原告は，１時限目（午前８時４０分から午前１０

時１０分）の基礎循環器学の試験中に激しい咳が出現し，過呼吸状態とな

って倒れた。その際，眼瞼結膜充血，四肢末端の冷感，体幹部の熱感，発

汗が認められ，原告は，ｂ大学病院総合診療部に搬送された。同病院到着

２時，原告は，体温３６．２℃，血圧１３２／９８，脈拍７８，ＳｐＯ

（経皮的酸素飽和度）９５％であった。診察を担当したｓ医師は，原告に

対し，酸素投与及び輸液投与を開始し，原告のＳｐＯ は１００％に回復２

した（乙Ａ３８・６頁，乙Ａ５０）。

その後，ｏ医師が原告の診察を引き継いだ。原告は，咳嗽が強く，胸痛
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があり，意識レベルはＪＣＳⅢ－１００まで低下していたが，肺野に異常

音は聴取されなかった。ｏ医師は，ニトロペンを舌下投与し観察を続けた

が，原告は，輸液の継続で意識及び症状が回復した。ｏ医師は，原告に対

し，リン酸コデイン及びラシックス（利尿剤）を処方した（乙Ａ３８・７

頁）。

なお，同日前３日間は，肉眼解剖学実習の授業は行われていなかった

（乙Ａ５０）。

オ 平成１３年６月６日深夜，原告は，咳嗽が強く続き，食事もあまり食べ

られないことを主訴に，ｂ大学病院総合診療部を受診した。担当医師は，

非定型性の喘息等を考えて，原告に対し，抗アレルギー薬を点滴にて投与

したが，あまり効果はみられなかったため，第２内科のｔ医師に診察を依

頼した（乙Ａ３８・７頁）。

原告は，第２内科を受診し，診察を担当したｔ医師に対し，乾性の咳が

激しく，嘔吐がつくこともあるので，食事を全く食べられないこと，リン

酸コデインが奏効しないことを訴え，また，問診に対して，喘息の既往は

なく，アレルギーについても，パッチテストで何回か陽性が出たことがあ

るが，症状が出現したことはない旨を答えた。ピークフロー値は１２５～

１５０と低かった（ただし，手技の要領がつかめない様子もあった。）が，

肺野にラッセル音は聴取されず，胸部ＣＴ検査及び心エコー検査でも異常

は認められなかった。さらに，原告は，ｔ医師に対して，医学部３年次の

カリキュラムが非常にきついこと，現在，追試験をいくつも抱えているこ

と，ｃ大学文科系からの学士入学でかなりプライドが高いこともあり，日

本語の読み書きが今ひとつで，非常にストレスフルな状態であることを話

した。ｔ医師は，原告の症状は心因的要素によるものが大きいと考え，原

告に対し，デパス（抗不安薬）及びメプチンエアー（気管支拡張剤）を処

方した（乙Ａ３８・７，８，５０頁）。
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カ 平成１３年６月７日，原告は，咳嗽を主訴に，ｂ大学病院第２内科を受

診し，ｕ医師（以下「ｕ医師」という。）の診察を受け，１か月前から呼

吸困難があり，３日前から咳嗽が顕著である旨を訴えた。体温は３６．５

℃，ピークフロー値は１５０であり，肺野に異常音は聴取されなかった。

ｕ医師は，胸部レントゲン画像上，原告の肺野が過膨張に見えたため，若

年性肺気腫も疑い，胸部ＣＴ検査を施行したところ，左肺尖部に１２ｍｍ

程度の円形の淡いスリガラス様陰影が認められた。ｕ医師は，原告の臨床

症状及びＣＴ所見から，百日咳，マイコプラズマ肺炎等の感染症，喘息の

可能性を疑い，原告に対し，クラリシッド及びムコダインを処方した（乙

Ａ３８・１９，２１ないし２３，２７頁）。

なお，同月９日，原告は，知人に対し，「この激しい咳きがホルマリン

によって悪化しているようだ」と記載したメールを送信した（甲Ａ４４）。

キ 平成１３年６月１０日午後１０時４０分ころ，原告は，咳及び呼吸困難

が持続していたことから，ｂ大学病院夜間救急を受診した。原告は，血圧

１４７／９９，脈拍９０，ＳｐＯ １００％で，肺野にラッセル音は聴取２

されなかった。また，動脈血液ガス分析が施行され，room air下でＰａＯ

（酸素分圧）１０９．９，ＰａＣＯ （二酸化炭素分圧）２６．８，ｐＨ２ ２

７．５５５であった。診察を担当したｕ医師は，原告がＰａＣＯ の低い２

過換気状態であったとしても，ＰａＯ が高いことから，低酸素状態を来２

すような病変はないと考えたが，原告は一人暮らしで不安が強いため，短

期入院により経過観察をすることとなった。同日午後１１時，原告は，呼

吸困難との病名でｂ大学病院に短期入院した（乙Ａ３８・２４，３０，３

１頁）。

ク 平成１３年６月１１日，ｕ医師は，原告の嗄声につき耳鼻科的異常の有

無を診るため，原告を耳鼻科のｖ医師（以下「ｖ医師」という。）に紹介

した（乙Ａ３８・２９，３８頁）。
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同日午前，原告は，ｂ大学病院耳鼻科を受診し，ｖ医師の診察を受けた。

ｖ医師は，原告の鼻腔両側に鼻甲介粘膜浮腫，漿液性鼻汁を認めたが，咽

頭に異常はなく，喉頭にも器質的病変を認めず，両声帯の可動性も良好で

あった。ｖ医師は，ｕ医師に対し，両声帯の可動性は良好であり，器質的

病変は認めないこと，咳嗽時，処置時に有声音が出ていることから，精神

的な要素が関連していると思われること，呼気量が少ないことも声量が得

られない一因であると思われることなどを回答した（乙Ａ３８・２５，２

９，３１，３６ないし３８頁）。

２同日午後１時，原告は，病棟に帰室した。午後２時，原告は，ＳｐＯ

９８％で，嗄声があり，担当看護師に対し，「咳は夜ひどいです。息苦

しさはそうでもないです。食べると咳が出て吐きそうになります。」と訴

えた（乙Ａ３８・３１頁）。

同日夕方，ｕ医師は，再度原告を診察した。原告は，ピークフロー値６

０と低値であったが，ＳｐＯ は９７％で正常であり，肺音は弱くも異常２

音は聴取されなかった。ｕ医師が，原告に対し，メプチンエアーを吸入さ

せたところ，原告は，ピークフロー値が１５０～２２５に上昇し，突然声

が出始めた。原告は，ｕ医師に対し，メプチンが効いている気がすること，

マクロライドは同月９日まで服用していたが，同日夜にせき（＋＋）で，

嘔吐もしており，効いている感じがないことを話した。ｕ医師は，原告に

ついて，咳が出ているのは確かであるし，ピークフロー値も通常より非常

に低いものの，ピークフロー値がそのように低い状態で普通に会話をした

り，肺野に喘鳴が聴取されなかったりするわけがないと考えたが，アトピ

ー性の咳，喘息，マイコプラズマ性気管支炎の可能性を疑った。そして，

原告に心因的要素があったとしても，咳を止められればもう少し頑張れる

のではないか，ピークフロー値が低いのは原告が呼気を意図的に抑えてい

る可能性もあると考え，原告に対し，クラリシッド及びムコダインの処方
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を継続しつつ，アゼプチンの処方を開始し，咳嗽時にはメプチンを頓用さ

せることとした（乙Ａ３８・２５頁）。

ケ 平成１３年６月１２日，原告は，ｂ大学病院を退院し，自宅静養となっ

た（乙Ａ３８・２６頁）。

被告ｂ大学は，同日ころ，学生に対し，「人体正常解剖学実習上の注意

事項の追加」と題する書面により，実習中の注意事項として，遺体の防腐

処理に欠かせないホルマリンなどによる次の様な点については注意し，教

官に相談されたいとしたうえ，①目への刺激，痛みが強い場合は，洗眼を

まめにし，ゴーグル等で眼を保護する，②鼻への刺激が強い場合は，活性

炭入りのマスクをする，③手の荒れは手袋で保護することなどを告知した

（乙Ａ２）。

コ 平成１３年６月１４日，原告は，ｂ大学病院第２内科を受診し，ｕ医師

の診察を受けた。原告は，ｕ医師に対し，アゼプチンを飲んだら強い眠気

を感じたこと，食物を食べると咽頭部に飲みにくい感じがあるが大したこ

とはないことを訴えた。咳についてはアゼプチンが少し効いており，Ｓｐ

Ｏ ９８％，脈拍８４，ピークフロー値１２０であった。ｕ医師は，処方２

をアレジオン及びホクナリンテープに変更した（乙Ａ３８・２６頁）。

サ 平成１３年６月２１日，原告は，ｂ大学病院第２内科を受診し，ｕ医師

の診察を受けた。原告は，ｕ医師に対し，疲れていること，咳が少なくな

ってピークフロー値が１５０くらいまで出るようになったこと，ホルマリ

ン眼炎になり昨日ｗ眼科に行ったことなどを話した（乙Ａ３８・２６頁）。

シ 平成１３年６月２３日，原告は，ｇ眼科クリニックを受診し，ホルマリ

ンによる過敏アレルギー反応，両眼角膜上皮剥離，両眼結膜炎が認められ

た（甲Ａ７）。

ス 平成１３年６月２５日，原告は，１時限目（午前８時４０分から午前１

０時１０分）の基礎消化器学試験が始まる前に倒れ，ｂ大学病院総合診療
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部に搬送された。病院到着時，意識レベルはＪＣＳⅡ群で，手は軽度冷た

く，橈骨動脈は弱く触知される程度で，呼吸も浅かった。診察を担当した

ｏ医師は，用手的に補助換気を行った。補助換気を中止すると，一旦は安

定していたが，後にＳｐＯ が８５％まで低下したため，再度補助換気を２

開始した。しばらくして，補助換気を中止しても，原告は眠った状態でＳ

ｐＯ が安定してきたため，ｏ医師はそのまま原告が回復するのを待った。２

その後，原告は意識清明となり，反応も素早かったため，ｏ医師は，原告

の呼吸，循環が安定したと判断して，原告を帰宅させた（乙Ａ３８・９頁，

乙Ａ５０）。

なお，同日前２日間，肉眼解剖学実習の授業は行われていなかった（乙

Ａ５０）。

セ 平成１３年６月２８日，原告は，解剖学実習中に意識を失って倒れた。

意識レベルはＪＣＳⅢ－２００～３００で，呼吸状態も悪く，ｂ大学病院

総合診療部に搬送された。総合診療部で呼吸管理を受けていたが，再び呼

吸状態が悪化し，意識レベルもＪＣＳⅢ－３００となったため，同病院救

急医療センターに搬送された。バイタルサインは体温３６．８℃，血圧１

２０／７４，心拍７０と安定していたが，意識レベルはＪＣＳⅢ－３００

で改善がみられず，マスクにて酸素投与が開始された。担当医師は，頭蓋

内病変を疑いＣＴ検査を施行したが，脳実質内に明らかな病変は認められ

なかった。原告は，ＣＴ検査後，徐々に意識レベルが改善し始め，意識清

明となった後，担当医師に対し，最近の授業，試験のスケジュールが厳し

く，昨日も１，２時間程度しか睡眠をとれなかったこと，食欲も不振でス

トレスフルな生活を送っていることを話した。原告は，失神との病名で，

安静，経過観察を目的に，翌日を退院予定としてｂ大学病院に入院した。

夕食は摂取できず，輸液投与を受けた（乙Ａ３８・４９，５４ないし５６，

５８，６０，６１頁）。
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ソ 平成１３年６月２９日未明，原告は，咳が出ていたが一時的で，全身状

態は安定していた。同日午前，ｍ教授らが，原告及び原告の母と面談し，

倒れた状況等を説明したうえ，授業を受けずに休養するよう説得した。し

かし，原告本人が，解剖学実習の単位を今年是非取りたいと強く希望した

ため，ｍ教授らは，①健康への自主管理ができるようにすること，②保健

管理センターで定期的に検診を受けること，③気分が悪くなったら倒れる

前に教室を出て静養することを条件に，授業への出席を認めることとした。

また，同日午後，担当医師は，原告及び原告の母に対し，今回の発作の原

因は不明であり，精査を進めるために神経内科，総合診療部で経過観察す

ることを話し，原告を退院させた（乙Ａ３８・５６，５７頁）。

タ 平成１３年８月１４日，原告は，ｈ病院を受診し，「気管支喘息」，

「上記疾患のため，当院通院加療中であるが，ホルマリン等の刺激物質の

吸入は避ける必要がある。」との診断を受けた（甲Ａ８）。

チ 平成１３年９月１３日，原告は，ｂ大学に休学願を提出し，同年１０月

１日から平成１４年３月３１日まで同大学を休学した（乙Ａ３）。

ツ 平成１４年２月，原告は，ｉ病院臨床環境医学センター（アレルギー科

化学物質過敏症外来）の受診を開始し，同病院において，ＱＥＥＳＩ（T

he Quick Environmental Exposure and Sensitivity Inventory）を用い

ての問診，眼球追従運動検査，視覚空間周波数特性検査等を受けた。

同月２０日，ｊ医師は，それらの結果から原告を「多種類化学物質過敏

症」と診断し，「眼球追従運動障害，瞳孔対光反応での自律神経失調症が

認められ，多彩な症状は決して精神的なものではなく，上記疾患によるも

のである。米国および日本の診断基準に合致している。」などと記載した

診断書を作成した（甲Ａ１２ないし１４，甲Ａ３１・３ないし１９，２４

ないし４１，４７頁）。

さらに，ｊ医師は，同月２２日付けで，原告の症状について，主訴は咳，
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疲労感，筋肉関節痛，頭痛，うつ，集中力低下，思考力低下であるが，そ

のほかにも呼吸困難などを始め，多器官にまたがる多彩な症状を呈してい

ること，微量多種類の化学物質に反応して症状の悪化を来していること，

瞳孔の対光反射では明らかな自律神経失調を，眼球の追従運動では滑動性

追従運動で階段状波形を，視覚空間周波数特性検査では視覚感度の低下を

それぞれ認めており，精神的なものでないことは明らかであること，１９

９９年に米国環境医学会より提出されている多種類化学物質過敏症のコン

センサスに完全に合致しており，本邦の多種類化学物質過敏症の診断基準

にも合致していること，直接の発症の原因は解剖学実習が疑われること，

空気汚染物質は極力避けるべきであり，教育内容に配慮をしてほしいこと，

症状悪化時には記憶力，集中力，記銘力とも低下し，呼吸困難の発作も起

こすこと，原告は同様の患者の痛みが一番分かる立場におり，特質を考慮

に入れて，積極的な学習意欲をくみ上げてほしいことなどを記載した意見

書を作成した（甲Ａ１８，甲Ａ３１・４５，４６頁）。

テ 平成１４年２月下旬，原告は，復学届と共に，ｊ医師が作成した前記診

断書及び意見書をｂ大学に送付した（前記前提事実(3)コ）。

また，そのころ，原告の代理人弁護士が，被告ｂ大学のｘ学長らに対し，

化学物質過敏症に罹患した原告が安全に医学部で勉強できるように配慮し

てほしいとの手紙を送付した（甲Ａ１５ないし１７）。

ト 平成１４年３月１１日，肉眼解剖学実習の担当教授であったｎ教授及び

ｙ教授は，原告に対し，①肉眼的解剖学実習は，医学部設置基準にもあり，

単位認定がなされないまま，免除する形で進級することはあり得ないこと，

②しかし，命の危険をおかしてまですべきことであるとは考えていないこ

と，③再履修に際して，解剖学実習で使用されるホルマリンが本人の健康

を大きく損ね，命の危険に関わる可能性が高いと判断された場合は，解剖

学実習を何か他の学習形態に代替えして，試験のみを他学生と同様に行い，
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これに合格すれば単位認定をする用意をしていること，④ただし，化学物

質過敏症といっても，多岐に亘り程度も幅が広いため，過敏症が少しでも

ある学生に対し全員免除というわけにはいかないので，４月以降，ｂ大学

で原告の臨床経過を知っている医師や，他の施設で診察に当たった医師と

の間で情報を良く交換し，ｂ大学医学部が，医学的立場から，肉眼解剖学

実習が原告に危険性が高いと総合的に判断した場合には，上記のような対

応をするつもりであること，⑤実際の標本を見る実地試験の際は，必要に

応じ，防護服（ＴＳＴ防護服ユニット）を貸し出すので，着用して実習試

験を行うことを考えていること，⑥最終的な対応は，原告と直接相談のう

え決めたいこと等を通知した（甲Ａ１９，乙Ａ８）。

ナ 原告は，平成１４年３月２５日から同月２９日まで，ｉ病院アレルギー

科に入院し，ホルムアルデヒドガス負荷試験を受けた。

４０ｐｐｂ負荷試験では，各種の自覚症状が誘発され，作業能力テスト

で機能低下が，近赤外線酸素濃度計による脳血流検査で酸化ヘモグロビン

量の低下がそれぞれ認められた。その際，原告は，情緒不安定となり，泣

き出す状態であり，試験施行日の夕方から皮膚に紅斑が出現し，頭痛が試

験施行の翌日まで続き，咳が少し出始めた。

８ｐｐｂ負荷試験では，各種症状が誘発され，作業能力テストでは軽度

の低下を認めるのみであり，瞳孔の自律神経機能は負荷前後で明らかな差

が認められ，自律神経の変動が示された。

近赤外線酸素濃度計による脳血流検査では異常はみられず，試験施行日

の夕方には軽度の皮膚の紅斑を認め，咳が増悪した。

プラセボ負荷試験では，多少の症状が誘発され，作業能力検査でも一定

程度の低下が認められたが，総合すれば，４０ｐｐｂ負荷試験及び８ｐｐ

ｂ負荷試験で認められたほどのものではなかった。

近赤外線酸素濃度計検査では，咳のために基線が動揺する傾向が現れた
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が，瞳孔検査では異常は引き起こされず，皮膚症状も発生しなかった（甲

Ａ２０，２１，甲Ａ３１・４３，４４頁，甲Ａ３２）。

ｊ医師は，平成１４年４月３日，上記試験結果を踏まえ，原告は微量な

ホルムアルデヒドに敏感に反応を示しており，特別の配慮をしてほしい旨

の意見書を作成した（甲Ａ２１，甲Ａ３１・４３，４４頁）。

ニ 原告は，平成１４年４月５日，被告ｂ大学に対し，代理人弁護士を通じ

て，①解剖学実習及び試験を履修するのは無理なので，レポート等で代替

してほしいこと，②全身防護用のスーツ自体に塩化ビニールなど，化学物

質過敏症の原因となりうる素材が使用されているため着用が困難であるこ

と，③原因物質が存在する施設等への接近さえ控えさせてほしい旨通知し

た（乙Ａ２０）。

平成１４年４月１２日，ｍ教授，ｙ教授及びｎ教授が，原告に面談し，

ガスマスク，ラテックスの手袋，防護スーツを示して，今後の対応につい

て説明した。しかし，平成１４年４月１９日から，原告は，東京の病院に

通院することを理由に，ｂ大学を欠席した（乙Ａ３５）。

ヌ 平成１４年５月１３日，原告は，Ｅクリニックにおいて，Ｆ医師から，

「診断：化学物質過敏症。上記にて現在通院加療中です。」との診断を受

けた（甲Ａ２２）。

ネ 平成１４年５月２４日，ｊ医師は，同年２月２２日付け意見書に記載し

た所見（前記ツ）に加え，原告が，ホルムアルデヒドガス負荷試験の結果，

微量なホルムアルデヒドに陽性反応を示したこと，実習時には空気汚染に

対する配慮をしてほしいことなどを記載した意見書を作成した（甲Ａ２３，

甲Ａ３１・４８，４９頁）。

さらに，平成１４年５月２８日，ｊ医師は，原告が，極めて微量の化学

物質に反応しているため，酸素吸入に際してもゴム管，塩化ビニールなど

の軟質プラスチックまで避けざるを得ない状況にあること，末梢性の気道
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閉塞が存在するため重装備のマスクも呼吸器への負担が大きく，装着困難

であると考えられること，そのため実習時に何らかの対応が可能かを検討

してほしい旨を記載した意見書を作成した（甲Ａ２４，甲Ａ３１・５０

頁）。

ノ 原告は，平成１４年９月１０日からｂ大学を休学した（前記前提事実

(3)シ）。

ハ 原告は，ａ大学に，再入学を希望する旨申し出た。被告ａ大学は，原告

に対し，平成１４年８月２７日，人体解剖学については，実習を含んで全

て履修の必要がある旨回答し，同年１２月３日，試験は，退学後３年間が

経過しているので，その間の学修状況と学力の確認を行うため，小論文，

基礎学力試験，面接を実施する旨回答した（甲Ａ２５，２７）。

ヒ 平成１５年１月，原告は，ａ大学の再入学試験を受験したが，同年２月

３日，再入学不許可とされた（甲Ａ２８）

フ 平成１６年３月末日，原告は，ｂ大学を退学した（前記前提事実(3)

シ）。

２ 医学的知見

(1) 化学物質過敏症について

証拠（甲Ｂ１，２，３，５，９ないし１２，１５，１６，２１，２３ない

し２５，４２の２，甲Ｂ４３ないし４６，６６，７６，９１，１１３，証人

ｚ）及び弁論の全趣旨によれば，化学物質過敏症について以下の医学的知見

が認められる。

ア 化学物質過敏症をめぐる議論

化学物質過敏症は，１９５０年代に，シカゴ大学の小児科教授であった

ランドルフによって初めて１つの疾病として提唱され，その後昭和６２年

には，Cullenが，「過去にかなり大量の化学物質に接触した後，又は微量

な化学物質に長期にわたって接触した後，次の機会に非常に微量な同種又
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は同系統の化学物質に再接触した際にみられる不快な臨床症状」という概

念のもと，これをＭＣＳ（Multiple Chemical Sensitivity）と呼ぶこと

を提唱し，定義付けを行い，その後米国を中心に，臨床環境医学の臨床環

境医と称される研究者により微量化学物質の影響についての研究が行われ

てきた。

平成１１年には，米国の専門医９９名のグループにより，ＭＣＳについ

て，①症状は曝露によって再現してくる，②慢性の経過を示す，③低レベ

ルの曝露で症状が出てくる，④症状は原因物質の除去で改善又は軽快する，

⑤化学的に無関係な多種類の化学物質に反応を示す，⑥症状は多種類の器

官系にまたがる，との診断基準が公表された。

ＭＣＳとして報告されている症候は多彩であり，粘膜刺激症状（結膜炎，

鼻炎，咽頭炎），皮膚炎，気管支炎，喘息，循環器症状（動悸，不整脈），

消化器症状（胃腸症状），自律神経障害（異常発汗），精神症状（不眠，

不安，うつ状態，記憶困難，集中困難，価値観や認識の変化），中枢神経

障害（痙攣），頭痛，発熱，疲労感があり，これらの症候が同時にもしく

は交互に出現する。

イ 我が国における化学物質過敏症の知見

(ア) 我が国では，平成５年４月１５日，北里大学医学部眼科学主任教授

石川哲による「化学物質過敏症ってどんな病気－からだから化学物質を

除去する健康回復法」，同年１０月３１日，北里大学医学部眼科学主任

教授石川哲及び同大学医学部眼科学臨床研究教授宮田医師による「あな

たも化学物質過敏症？－暮らしにひそむ環境汚染」等によって化学物質

過敏症についての問題提起がなされた。

そして，平成８年度の厚生科学研究「化学物質過敏症に関する研究」

において，「化学物質過敏症とは，最初にある程度の量の化学物質に曝

露されるか，あるいは低濃度の化学物質に長期間反復曝露されて，一旦
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過敏状態になると，その後極めて微量の同系統の化学物質に対しても過

敏症状を来すことをいうが，化学物質との因果関係や発生機序について

は未解明な部分が多く，今後の研究の進展が期待される」との見解が示

され，国際的にＭＣＳの名称で呼ばれている症状につき「化学物質過敏

症」との用語が使用されるようになった。

(イ) 診断基準

平成８年度に厚生省長期慢性疾患総合研究事業アレルギー研究班にお

いて，化学物質過敏症の診断基準が作成され，他の慢性疾患が除外され

ることを前提として，以下の主症状２項目と副症状４項目に該当するか，

または，主症状１項目，副症状６項目，検査所見２項目に該当する場合，

化学物質過敏症と診断すると定められた。

ａ 主症状

①持続あるいは反復する頭痛，②筋肉痛あるいは筋肉の不快感，③

持続する倦怠感，疲労感，④関節痛

ｂ 副症状

①咽頭痛，②微熱，③下痢・腹痛，便秘，④羞明，一過性の暗点，

⑤集中力・思考力の低下，健忘，⑥興奮，精神不安定，不眠，⑦皮膚

のかゆみ，感覚異常，⑧月経過多などの異常

ｃ 検査所見

①副交感神経刺激型の瞳孔異常，②視覚空間周波数特性の明らかな

閾値低下，③眼球運動の典型的な異常，④ＳＰＥＣＴによる大脳皮質

の明らかな機能低下，⑤誘発試験の陽性反応

(ウ) 症状

化学物質過敏症の症状としては，自律神経系を中心とした非常に多彩

な症状を呈し，アレルギー，精神心理，呼吸，消化，循環器，免疫，内

分泌，感覚器，運動系症状も呈する。神経精神症状では，不眠，集中力
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の低下，近方視困難，倦怠感，思考力の低下，頭痛，肩こり，興奮しや

すい，うつ状態，咽頭痛，筋肉痛，筋肉の不快感，健忘などの症状を呈

するとされている。

(エ) 治療

化学物質過敏症の基本的な治療法としては，①確実な診断，原因物質

の特定，②原因物質の除去，③悪化因子を遠ざける，④健康状態を良好

に保つ，⑤運動療法，温泉療法，サウナ療法による解毒，⑥ビタミン剤，

解毒剤投与による解毒，⑦中和療法（原因物質の皮内投与による過敏症

の中和）などが提言されている。

(2) ホルムアルデヒドについて

証拠（甲Ｂ３，６，７，４９，７６，１００，１０３，証人ｚ）及び弁論

の全趣旨によれば，ホルムアルデヒドについて以下の医学的知見が認められ

る。

ア ホルムアルデヒドの危険性

ホルムアルデヒドは，無色で鋭い刺激臭の可燃性気体である。

ホルムアルデヒドは，のど，鼻，目などの粘膜への刺激，気管支など上

気道への刺激，咳，肺炎，浮腫，炎症などを含む呼吸器系への影響，皮膚

の様々な症状中枢神経を含む神経への影響，視床下部の変化，嘔吐，痙攣，

急性の呼吸困難や意識障害など様々な健康被害をもたらす危険性を有し，

慢性呼吸器系疾患や癌を引き起こすとも言われている。

また，ホルムアルデヒドに晒されると，０．１から５．０ｐｐｍで健康

な人に対して目への刺激，催涙，上気道の痛みなどを生じ，１０から２０

ｐｐｍで咳，胸の痛み，喘息の発作を起こすと指摘されている。

イ 解剖学実習におけるホルムアルデヒド曝露による健康被害の報告

平成１１年３月３０日，大分医科大学の水城まさみ，津田富康は，大分

医科大学医学部の解剖実習中，学生の健康調査を実施したところ，８３％
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が目の刺激感，のどの刺激感など何らかの異常を感じ，倦怠感などの全身

症状を呈する者も４０％に見られ，ホルムアルデヒド濃度が，０．５ない

し１．６ｐｐｍと明らかにＷＨＯ基準を超えていたと報告した。

また，平成１３年１月３０日，水城まさみ（以下「水城医師」とい

う。），津田富康は，「人体解剖実習中のホルムアルデヒド曝露による身

体症状発現とアトピー性素因との関連について」と題する論文で，ホルム

アルデヒドがアレルギー症状を増悪させる可能性があることを指摘した。

３ 争点(1)（ホルムアルデヒド曝露によって生じた原告の障害の有無及びその

内容）について

(1) 原告は，解剖学実習においてホルムアルデヒドに曝露した後，睡眠サイ

クルの乱れ，肩凝り，倦怠感，耳が詰まった感じ，食欲不振，便秘，頭痛，

原因不明の発熱，発疹，喉の違和感，膀胱炎等の症状が生じ，日常生活及び

学業の継続に大きな支障が出たものであり，これらは解剖学実習におけるホ

ルムアルデヒド曝露によって生じた症状である旨主張する。

(2) そして，この点については，以下の各事実を指摘することができる。

ア ｂ大学における解剖学実習実施期間中のエピソード

前記認定事実によれば，原告が，①平成１３年６月５日，試験中に激し

い咳が出現し，過呼吸状態となって倒れてｂ大学病院総合診療部に搬送さ

れ，ＪＣＳⅢ－１００まで意識レベルの低下がみられたこと（前記１(4)

エ），②同月２５日，１時限目の試験が始まる前に倒れ，ｂ大学病院総合

診療部に搬送され，意識レベルＪＣＳⅡ群，ＳｐＯ ８５％までの低下が２

みられたこと（前記１(4)ス），③同月２８日，解剖学実習中に意識を失

って倒れ，ｂ大学病院総合診療部に搬送され，意識レベルがＪＣＳⅢ－３

００まで低下したこと（前記１(4)セ）が認められる。

これらは，意識レベルⅢ群，ＳｐＯ ８０％台という過去にはみられな２

かった重篤な症状が短期間のうちに繰り返し出現しているものであり，原
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告が，ａ大学における解剖学実習実施期間中においては，学業に対する強

い不安感，焦燥感といった精神的症状を中心に訴え，明確な身体所見は認

められていなかったのと比較すると，明らかに異なる身体反応を示してい

るといえる。

イ ｉ病院ｊ医師の診断

原告は，平成１４年２月，ｉ病院において，各種検査を受け，その結果，

瞳孔の対光反射を利用した自律神経機能検査では明らかな自律神経失調が，

眼球の追従運動では滑動性追従運動で階段状波形が，視覚空間周波数特性

検査では視覚感度の低下が認められ，平衡機能検査での異常も認められた。

ｊ医師は，このような神経学的検査所見やＱＥＥＳＩを用いての問診結

果等から，米国及び我が国の化学物質過敏症の診断基準に合致しているも

のとして，平成１４年２月２０日，原告を多種類化学物質過敏症と診断し

た。

また，原告は，ホルムアルデヒドガス負荷試験を二重盲検法で行ったと

ころ，４０ｐｐｂ負荷では，近赤外線酸素濃度計による脳血流検査で酸化

ヘモグロビン量の低下が出現し，８ｐｐｂ負荷では，瞳孔の自律神経機能

に負荷前後で明らかな差が認められるなど，異常所見が認められた（前記

１(4)ツ，ナ，ネ，甲Ａ１２ないし１４，１８，２１，２３，２４，甲Ａ

３１・３ないし１９，２４ないし４１，４５ないし５０頁，甲Ｂ４２の１，

２）。

さらに，原告は，平成１７年７月２０日にもｉ病院を受診し，化学物質

過敏症の検査を受けたところ，眼球追従運動検査，視覚空間周波数特性検

査，平衡機能検査，Ｒｕｍｐｅｌ Ｌｅｅｄｅ検査において異常所見が認

められた（甲Ａ５３，甲Ｂ４８）

化学物質過敏症は多彩な症状を呈し，特異的な所見に乏しいため，自覚

症状のみからの診断では医学的証明として不十分であるが，上記診断は，
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化学物質過敏症の診断にも有効性が報告されている検査結果に基づいたも

のである（甲Ｂ４２の２）。

ウ 他の診療機関における診断

原告は，平成１３年６月２３日，ｇ眼科クリニックにおいて，「ホルマ

リンによる過敏アレルギー反応」が認められ（前記１(4)シ），同年８月

１４日，ｈ病院において，「気管支喘息」，「上記疾患のため，当院通院

加療中であるが，ホルマリン等の刺激物質の吸入は避ける必要がある。」

と診断され（前記１(4)タ），平成１４年５月１３日，Ｅクリニックにお

いて，「化学物質過敏症」との診断を受けた（前記１(4)ヌ）。これらも

原告が化学物質過敏症を発症したことに整合する事実であるといえる。

以上によれば，原告は，遅くともｊ医師により化学物質過敏症と診断され

た平成１４年２月２０日までには化学物質過敏症を発症したものと認めるの

が相当である。

そして，その原因としては，解剖学実習においてホルムアルデヒドに曝露

した以外に原告が多量の化学物質に曝露した機会があったとは窺われないこ

と，原告がｉ病院のホルムアルデヒドガス負荷試験において異常所見を示し

ていること，ｊ医師が，その意見書において，発症の原因は解剖学実習が疑

われる旨の意見を述べており，ｚ医師（以下「ｚ医師」という。）もホルム

アルデヒドが原因であるとの意見を述べていること（前記１(4)ツ，ナ，ネ，

甲Ｂ９１，証人ｚ）からすれば，解剖学実習におけるホルムアルデヒド曝露

が原因であったと推認するのが相当である。

(3) 以上に対し，被告らは，原告の症状はホルムアルデヒド曝露による化学

物質過敏症とは言えない旨主張するので，以下，被告らの主張について検討

する。

ア 化学物質過敏症概念について

被告らは，化学物質過敏症は，病態や発生機序が不明確であり，確定的
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な定義や客観的な診断基準もなく，医学的に確立された概念とはいえない

と主張する。

確かに，化学物質過敏症については，発生機序等に未解明の部分もあり，

医学的概念として確立したと言い切れない面もある。しかしながら，前記

２に認定したとおり，「過去にかなり大量の化学物質に接触した後，又は

微量な化学物質に長期にわたって接触した後，次の機会に非常に微量な同

種又は同系統の化学物質に再接触した際にみられる不快な臨床症状」が存

在することは，各方面で指摘され，厚生省長期慢性疾患総合研究事業アレ

ルギー研究班においても，化学物質過敏症の診断基準が作成されるなど，

議論も集積されているところであり，そのような病態が医学的に全く存在

し得ないものとも認められないことからすれば，被告らの主張は採用する

ことができない。

また，仮に化学物質過敏症という概念を用いないとしても，前記(2)に

判示したところによれば，原告は，解剖学実習においてホルムアルデヒド

に大量曝露したことにより，少量の化学物質曝露によって症状が発生する

という状態に至ったものと推認することができ，いわゆる「化学物質過敏

症」と呼ばれる病態を発症したと認めるのが相当である。

イ ｉ病院における診断について

(ア) 被告らは，滑動性追従運動等の神経眼科的検査，活動性追従眼球運

動検査の異常所見も化学物質過敏症に固有のものではない旨主張する。

確かに，眼球追従運動検査での異常所見が，化学物質過敏症以外にも，

前頭葉などの機能不全が想定される統合失調症等の精神疾患でも検出さ

れ得ることが認められる（乙Ａ８０・２７頁）。

しかしながら，①化学物質過敏症を訴える患者には，滑動性追従眼球

運動検査で約８５％，瞳孔対光反射検査で約７０％に異常所見が出るこ

とが認められるから（証人ｚ２７，２８頁），これらを組み合わせるこ
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とによって，化学物質過敏症の診断をすることには合理性があると言え

ること，②原告が，瞳孔対光反射，眼球追従運動検査，視覚空間周波数

特性検査等複数の検査において異常所見を示したこと，③原告には解剖

学実習室におけるホルムアルデヒド曝露という化学物質への接触が認め

られていることからすれば，ｊ医師が，各種検査結果を総合して，化学

物質過敏症と診断したことは合理的であると言うべきである。

(イ) 被告ｂ大学は，ホルムアルデヒドガス負荷試験の結果によって，原

告の主張する症状とホルムアルデヒド曝露との関係に有意な結果は得ら

れていない旨主張する。

確かに，前記認定のとおり，原告は，プラセボ負荷試験においても多

少の症状が誘発され，作業能力検査でも低下があったことが認められる

（前記１(4)ナ）。

しかし，①それらは４０ｐｐｂ負荷試験及び８ｐｐｂ負荷試験で認め

られたほどのものではなかったとされていること，②プラセボ負荷試験

であっても，ガス負荷により患者に異常な緊張が起こり，自覚症状が現

れることはあり得ること（甲Ｂ４２の２），③負荷試験の結果，４０ｐ

ｐｂ負荷では，近赤外線酸素濃度計による脳血流検査で酸化ヘモグロビ

ン量の低下が出現し，８ｐｐｂ負荷では，瞳孔の自律神経機能に負荷前

後で明らかな差が認められるなど，プラセボ負荷試験とは異なる所見が

認められたことからすれば，上記ホルムアルデヒドガス負荷試験の結果

に有意性が否定されるものとまでは認められない。

(ウ) さらに，被告らは，問診という手法が不確実である旨主張する。

そして，原告がｉ病院に提出した問診票には，今までかかったことの

ある病気について，精神疾患等の記載がないことなどが認められる（甲

Ａ１２）。

しかし，医師は，問診の不確実性も踏まえたうえで，客観的所見を総
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合しつつ，診断を行っているものと考えられること，ｊ医師が，原告が

化学物質過敏症であるとの診断は，精神疾患の治療歴があったことを考

慮しても当然に維持されるものと考えられる旨の意見を述べていること

（甲Ｂ４７・２頁）に照らせば，直ちにｊ医師の診断が不合理であると

言うことはできない。

ウ 精神疾患等との関係について

被告らは，原告の病態は，精神疾患やストレス，過労状態に起因するも

のとも考えられる旨主張する。

確かに，原告にはＰＴＳＤの既往が存在すること（前記１(1)エ），原

告は，失声を主訴にｋ病院精神神経科の受診を開始し，向精神薬の投与を

受けていたこと（前記１(1)カ），原告は，ａ大学医学部編入学後，実習

や試験に対する強い不安感，焦燥感を訴えることが頻繁にあり，抑うつ状

態と診断されたこと，原告がｂ大学医学部在学中症状発作を起こして倒れ

た時，時期が試験中や試験開始前としばしば重なっていたこと（前記(2)

ア①，②）などに鑑みると，原告の心因的要素が症状発現に影響を与えて

いた可能性を否定することはできない。

しかしながら，原告には，前記のとおり，自律神経機能検査，視覚空間

周波数特性検査等の他覚的検査において異常所見が認められており，これ

らが原告の精神疾患に由来するものと認めるに足りる証拠はないこと，ｊ

医師は，それらの他覚的検査所見を根拠に化学物質過敏症との診断をして

おり，精神症状がみられるというだけでは化学物質過敏症の診断は否定さ

れない旨の意見を述べていること（甲Ｂ４２の２，甲Ｂ４７）を考慮する

と，原告が解剖学実習におけるホルムアルデヒド曝露によって化学物質過

敏症を発症したとの前記推認を覆すには足らない。

また，被告らは，原告のｂ大学における症状発作が，解剖実習中以外の

時期にも生じている旨主張するが，ホルムアルデヒドによる健康被害は，
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慢性呼吸器系疾患を引き起こすとも言われているから，ホルムアルデヒド

を直接曝露していない時間に身体症状を呈することがあっても不自然とは

言えず，被告らの主張は採用できない。

(4) 化学物質過敏症の発症時期について

以上によれば，原告が遅くともｊ医師により化学物質過敏症と診断された

平成１４年２月２０日までに化学物質過敏症を発症したと認められることは

前記のとおりである。しかしながら，それがいつの時点で発症し，いつの時

点で不可逆的となったかについては，これを認定するに足る証拠がなく，不

明であるといわざるを得ない。

(ア) ａ大学医学部時代

原告は，被告ａ大学の解剖学実習開始後，身体的な症状が発生したこと

を理由に，被告ａ大学で，化学物質過敏症が発症した旨の主張をする。

そして，被告ａ大学で解剖学実習を行うまでは健康状態には全く問題が

なかったにもかかわらず，被告ａ大学での解剖学実習の初日から目がちか

ちかする感じやのどの痛みが生じ，解剖実習期間中から，日増に体調が悪

くなり，目の痛み，のどの痛み，頭痛，悪心，ふらつき，物が覚えられな

いなどの症状が生じ，皮膚のかゆみ，便秘も発症した旨の供述をする（甲

Ａ３４，５８，原告本人２，３頁）。

さらに，証拠によれば，原告は，ｐ大学法学部及びｃ大学大学院を卒業

した後，医学部の編入試験に合格するなど，従前，特に勉学に支障がうか

がわれなかったにもかかわらず（甲Ｂ３６ないし３８，７７，８２，８３，

９４），被告ａ大学では，強い勉学の不安，体調不良等を訴えるなどして，

結果的に勉学を継続することができなかったこと，ａ大学で解剖学実習を

開始して間もなくの平成１１年４月末ないし５月初めころ，原告は，体調

不良を訴え，ｄ教授から実習室の外で座って休んでくるよう指示を受けた

こと（前記１(2)ウ）などが認められる。
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しかしながら，一方，原告はａ大学に入学前からＰＴＳＤと診断される

などして精神神経科の通院歴を有していたこと，解剖学実習が始まる前の

平成１１年４月６日の時点から，ｋ病院精神神経科を受診し，担当医師に

対し，スケジュールがハードであると訴えていたこと（前記１(2)ア），

ａ大学で肉眼的解剖学実習の始まった初日である同月２０日には，ｋ病院

精神神経科の担当医師に対し，すでに，学校が肉体的にも精神的にもつら

い，全然勉強についていけない，読めない文字を暗記するなんてできない

などと話していたこと（前記１(2)イ）が認められ，これらによれば，原

告が勉強についていけないと感じる事態は，既に解剖学実習の前から始ま

っていたと推認するのが相当である。

したがって，被告ａ大学での解剖学実習を機に，各種健康被害や物が覚

えられないなどの症状が生じた旨の原告の前記供述は，直ちに採用するこ

とができない。

また，平成１１年４月末ないし同年５月初めころ，解剖学実習中に体調

不良を訴えたことについても，体調不良が生じることは他の原因によって

もあり得るし，仮にホルムアルデヒドによるものであったとしても，一過

性の症状としても十分説明がつくものであって，その後，解剖学実習の度

に体調不良の訴えが継続したことを認めるに足りる証拠がないことも併せ

考えれば，この時点で化学物質過敏症を発症していたとまで推認すること

はできない。

さらに，原告は，平成１１年４月２７日には，ｋ病院精神神経科を受診

し，担当医師に対し，泣きながら「学校の方で，勉強とか実習とかついて

いくのが大変で気ばかり焦っちゃって眠れないしゴハン食べられないし」

などと述べていたこと，同月２８日，ａ大学病院精神科を受診し，診察を

担当したｆ医師に対し，「何をやっても理解できない。漢字多いし，元々

文系で勉強についていけない。勉強しなくてはと思うけど頭に入らな
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い。」などと主に学業に対する不安を訴えていたことなどからすれば，ａ

大学時代の原告の症状は，むしろ勉学の不安，焦燥などに起因する精神症

状と理解することが可能であって，化学物質過敏症の発症を認めることは

できない。

この点に関し，原告は，原告がａ大学病院において身体の不調を訴えて

いたにもかかわらず，ａ大学病院の医師らが原告の訴えに耳を貸さなかっ

たものである旨供述する（原告本人５頁）。

しかしながら，ａ大学病院のカルテばかりか，ｋ病院のカルテにも，原

告が身体の不調を強く訴えていた旨の記載がないこと，原告がａ大学病院

において身体の不調を訴えた場合に，複数の医師がいずれもそれをカルテ

に記載しないとも考えにくいことに照らせば，原告の供述を採用すること

はできない。

なお，平成１１年６月１９日から同年８月１６日までの原告の日記には，

悪心，腹痛，頭痛等身体症状を訴えている部分もあることが認められる

（甲Ａ３３）。しかしながら，それらの症状は，精神疾患の症状としても

説明し得ることに照らせば，これらの記載から，原告が化学物質過敏症を

発症していたと認めることもできない。

(イ) ｂ大学医学部時代

原告は，ｂ大学解剖実習が始まってから，激しい咳が始まり，目の痛み，

のどの痛み，倦怠感，著しい眠気もあった旨供述し（原告本人１４頁），

２被告ｂ大学病院における嗄声，意識消失（ＪＣＳⅢ－３００），ＳｐＯ

８５％，気道狭窄などの症状は，詐病や転換性障害，ヒステリー，過換気

発作等で説明できるものではなく，化学物質過敏症が発症し，不可逆的と

なっていた旨主張する。

確かに，ｂ大学で平成１３年６月２８日以降に生じた意識消失（ＪＣＳ

Ⅲ－３００）やＳｐＯ ８５％との数値は，その重症度から考えて，ヒス２
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テリー性失神や詐病様心理的機作のみによって説明するには，困難がある

と考えられる。そして，その後，平成１４年２月には，原告がｉ病院で多

種類化学物質過敏症と診断されていることに照らせば，当時の原告の症状

は，ホルムアルデヒドにより気道に障害を受け，呼気量の減少を生じてい

たと考えるのが自然である。

しかしながら，一方，原告には，試験中や試験直前に症状発作を起こす

場面が見られていたこと，ａ大学在学中の原告の症状は，専ら精神症状が

中心であったことに照らせば，ｂ大学における症状発作にも，精神疾患が

関与していた可能性が否定できない。

また，ホルムアルデヒド自体が，のど粘膜への刺激，気管支など上気道

への刺激，咳などの呼吸器系への影響，嘔吐，痙攣，急性の呼吸困難や意

識障害，慢性呼吸器系疾患など様々な健康被害をもたらすことが指摘され

ていることに照らせば，原告の当時の症状がホルムアルデヒド自体の刺激

による症状であった可能性も十分に考えられ，上記症状から，直ちに，原

告がｂ大学時代に，化学物質過敏症（最初にある程度の量の化学物質に曝

露されるか，あるいは低濃度の化学物質に長期間反復曝露されて，一旦過

敏状態になった後，極めて微量の同系統の化学物質に対しても過敏症状を

来す状態）を発症していたとまで推認することはできない。

４ 争点(2)（被告ａ大学の安全配慮義務違反の有無）について

(1) ホルムアルデヒド曝露回避についての一般的な注意義務違反の有無につ

いて

ア 原告は，被告ａ大学には，解剖学実習に参加する学生の健康を損なわな

いため，解剖学実習室のホルムアルデヒド濃度を主位的にはＷＨＯ（世界

保健機関）の定める居室基準（０．０８ｐｐｍ）以下に，予備的には作業

場基準（０．５ｐｐｍ）以下におさえるべき義務があり，具体的には，①

ホルムアルデヒド濃度を定期的に計測し，②ホルマリンを遺体固定のため
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に使用しない，③仮に使用するとしても，注入固定法ではなく環流固定法

にする，④仮に使用しても，アルコール置換等で残存を最小にする，⑤遺

体の保管中にホルムアルデヒドをアンモニアやアンモニウム塩で減らす，

⑥気温上昇とともにホルムアルデヒド発生量が増えるので，解剖学実習室

の気温を下げる，⑦解剖学実習室に特別に強力な強制換気システムを導入

する，⑧解剖台の改修を含めた局所換気装置を導入する，⑨ホルムアルデ

ヒド除去ゲルを設置する，⑩個人曝露を最小限にするために下方へ排気さ

れる解剖台を導入する，⑪個人曝露を最小限にするために効果的なマスク

（活性炭繊維マスク，ポシェット型の循環式タンク），ゴーグルを使用さ

せる，⑫代替的方法を用いて学生の曝露時間を低減する，といった回避措

置をとるべき注意義務があったと主張する。

イ 確かに，ホルムアルデヒドが人体に有害な影響を及ぼし得る物質である

ことは前記認定のとおりであり，ホルムアルデヒドの危険性と対策の必要

性については，昭和５２年ころから，度々新聞等でも指摘されていたとこ

ろである（甲Ｂ１４８の１，２，甲Ｂ１４９ないし１５４）。

また，平成１１年３月３０日には，大分医科大学の水城医師らが解剖学

実習中の学生の健康調査を実施したところ，８３％が目の刺激感，のどの

刺激感など何らかの異常を感じており，倦怠感などの全身症状を呈する者

も４０％に見られたこと，ホルムアルデヒド濃度が，０．５ないし１．６

ｐｐｍと明らかにＷＨＯ基準を超えていたことなどを雑誌「アレルギー」

に報告していたこと（甲Ｂ７）も前記認定のとおりである。

ウ しかしながら，この点については，以下のとおり指摘することができる。

(ア) ホルムアルデヒド濃度の基準について

ａ 居室基準について

この点につき，ｚ医師は，解剖学実習室は，人が長時間居住する場

所であることに変わりなく，ホルムアルデヒド濃度は居室基準である
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０．０８ｐｐｍ以下にすることが望ましい旨の意見を述べ（証人ｚ２，

３頁），Ｃ医師も，作業場基準の遵守以上の配慮が必要であるとの意

見書を提出する（甲Ｂ９７）。

しかしながら，居室基準は，人が２４時間，長期間にわたって曝露

し続けることを想定した基準といえるのに対し，解剖学実習室では，

医学部教育における解剖学実習が行われる一定期間，解剖学実習の授

業が行われる一定の時間の範囲で，ホルマリンで固定した遺体を扱う

ことが予定されていることからすれば，たとえ医学部の学生がそこに

長時間滞在することがあるとしても，これを生活のための居室と同視

することはできず，そのホルムアルデヒド濃度につき居室基準（０．

０８ｐｐｍ以下）がそのまま妥当するものとは考えられない。

この点は，平成１２年６月３０日，シックハウス（室内空気汚染）

問題に関する検討会での中間報告を踏まえ，厚生省生活衛生局長名で

「室内空気中化学物質の室内濃度指針値及び標準的測定方法につい

て」と題する文書が発出され，その中で，ホルムアルデヒドの室内濃

度指針値を０．０８ｐｐｍと定めているが，一方，「工場その他の特

殊な化学物質発生源のある室内空間は，別途検討されることが必要で

ある」と述べられているところにも整合するものである（甲Ｂ２０）。

したがって，居室基準である０．０８ｐｐｍ以下を遵守すべき義務

があるとは認められない。

ｂ 作業場基準について

他方，作業場基準については，「作業場」の定義が明確でないとは

しても，学生が解剖学実習室において長時間にわたり遺体の解剖作業

を行うこともあることを考慮すれば，その気中ホルムアルデヒド濃度

につき作業場基準（０．５ｐｐｍ以下）を一つの目標とすることは十

分に考え得るところである。
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しかし，平成１１年は，未だ前記文部科学省による高等教育局医学

教育課長による「医学生及び歯学生の系統解剖実習時の環境向上につ

いて」と題する通知が発出される２年近く前であり，大分医科大学で

「アレルギー」という雑誌に問題提起がなされた時期であって，当時，

一般の大学において，解剖学実習室におけるホルムアルデヒド対策の

必要性，ホルムアルデヒド濃度を軽減させる具体的方策について，問

題意識が醸成されていたと認めることはできないこと，化学物質過敏

症についても，その病態生理，発症機序も，当時未だ仮説の段階にあ

り，確証に乏しいとされていたこと（乙Ｂ１）に照らせば，平成１１

年当時，被告ａ大学において，解剖学実習室のホルムアルデヒド濃度

を，直ちに作業場基準の０．５ｐｐｍ以下に抑えるべき安全配慮義務

があったと認めることはできない。

この点につき，原告は，被告ａ大学は，ホルマリンを扱う職員に対

して労働安全衛生法上の義務を負っていたのであり，学生に対しても，

少なくとも同等以上の安全についての配慮をすべきは当然である旨主

張する。

しかしながら，平成１３年４月２０日付文部科学省高等教育局医学

教育課長による「医学生及び歯学生の系統解剖実習時の環境向上につ

いて」と題する通知によっても，「本提言を踏まえ系統解剖実習時の

環境向上に努めていただきますようお願いします。」，「実習室内は，

多数の学生が同時に曝露される可能性があるので，換気扇や空気清浄

機等で出来る限りの清浄化に努めること」とあるのみで，ホルムアル

デヒド濃度の低減に努力するよう提言されてはいるものの，その具体

的数値目標が示されているものではなく，また，換気扇や空気清浄機

以上にその具体的方策も示されているわけではないことに照らせば，

その２年近く前である平成１１年当時において，解剖学実習室のホル
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ムアルデヒド濃度を，具体的に０．５ｐｐｍ以下に抑えるべき義務が

あったと認めることはできない。

(イ) ホルムアルデヒド濃度について

また，ａ大学医学部解剖学実習室におけるホルムアルデヒド濃度につ

いて検討する。

原告は，被告ａ大学解剖学実習室の気中ホルムアルデヒド濃度は，非

常に高濃度であり，理科の実験室にあるホルマリン標本の百万倍と言っ

たらいいくらいの強い臭いであった旨供述する（原告本人１頁）。

そして，証拠（甲Ｂ４９ないし５７，５９，６０）によれば，平成１

３年ないし１５年ころ，各大学の解剖学実習室には，作業場基準である

０．５ｐｐｍを超える測定結果が数多く報告されていたことも認められ

る。

しかしながら，原告が解剖学実習を受けた平成１１年当時における被

告ａ大学における解剖学実習室のホルムアルデヒド濃度の測定結果は存

在せず，証拠（丙Ａ１３，１４）によれば，同実習室において，平成１

６年１１月２７日，平成１７年７月１日，同年１０月２６日及び平成１

８年１０月２７日，ホルムアルデヒド濃度が測定され，以下の結果が得

られたことが認められる。

ａ 平成１６年１１月２７日

３０の遺体を開放し，一晩，換気システムを稼働させない状態で放

置し，翌朝午前１０時に濃度を測定したところ，測定値は０．６５ｐ

ｐｍであった。

午前１１時，換気システムの稼働を開始し，午後０時から１時間ご

とに濃度を測定したところ，午後０時の測定値は０．９０ｐｐｍ，午

後１時から午後５時の測定値はいずれも０．５０ｐｐｍであった。

ｂ 平成１７年７月１日
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午前９時，２３の遺体を開放し，濃度を測定したところ（換気シス

テムは稼働させていない。），測定値は０．１０ｐｐｍであった。

午前１０時，換気システムの稼働を開始し，濃度を測定したところ，

測定値は０．１０ｐｐｍであった。午前１１時の測定値は０．１５ｐ

ｐｍであった。

午後０時，遺体をすべて閉じた。午後０時及び午後１時の測定値は

いずれも０．０５ｐｐｍであった。

午後２時，再び２３の遺体を開放した。午後２時，午後３時及び午

後４時の測定値はいずれも０．１５ｐｐｍであった。

ｃ 平成１７年１０月２６日

午前９時，３０の遺体を開放し，濃度を測定したところ（換気シス

テムは稼働させていない。），測定値は０．０５ｐｐｍであった。午

前１０時，換気システムの稼働を開始した。午前１０時及び午前１１

時の測定値はいずれも０．１５ｐｐｍであった。

午後０時，遺体を全て閉じた。同時刻の測定値は０．０５ｐｐｍで

あった。

午後１時，再び３０の遺体を開放した。同時刻の測定値は０．１０

ｐｐｍ，午後２時の測定値は０．２０ｐｐｍ，午後３時及び午後４時

の測定値はいずれも０．１５ｐｐｍであった。

ｄ 平成１８年１０月２７日

午前９時，換気システムの稼働を開始し，濃度を測定したところ

（遺体を開放していない。），測定値は０．０５ｐｐｍ以下であった。

午前１０時の測定値は０．０５ｐｐｍであった。

午前１１時，２９の遺体を開放した。同時刻の測定値は０．２０ｐ

ｐｍであった。

午後０時，遺体を全て閉じた。同時刻の測定値は０．０３ｐｐｍ，
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午後１時の測定値は０．０５ｐｐｍ以下であった。

午後２時，再び２９の遺体を開放した。同時刻，午後３時及び午後

４時の測定値はいずれも０．１５ｐｐｍであった。

以上の各測定結果によれば，遺体を当日の朝に開放した場合において

は，換気システムの使用により，解剖学実習室内のホルムアルデヒド濃

度は概ね０．０５ｐｐｍ～０．２０ｐｐｍに保たれ，他方，遺体を一晩

中開放していた場合においても，換気システムを一定時間稼働させれば，

ホルムアルデヒド濃度が０．５ｐｐｍを大きく上回ることはなかったも

のということができる。そして，平成１１年当時のａ大学医学部解剖学

実習でも同様の換気システムが使用されていたこと（甲Ｂ９１，証人ｚ

６頁）からすれば，平成１１年時点における実習中のホルムアルデヒド

濃度が作業場基準である０．５ｐｐｍを大きく超えていたとの前記原告

の供述は直ちに採用することができず，他に平成１１年当時のホルムア

ルデヒド濃度を認めるに足りる証拠はない。

また，ｚ医師は，平成１１年当時のａ大学医学部解剖学実習室は，実

感としては，ホルムアルデヒド濃度が０．１４ｐｐｍ～１．４１ｐｐｍ

を示していたｉ大学医学部解剖学実習室とほぼ同様の状況であった旨証

言する（甲Ｂ９１，証人ｚ５頁）。しかし，これはｚ医師の実感にとど

まっており，ｚ医師もホルムアルデヒド濃度について科学的な回答はし

にくいと証言していることからしても，同証言によって平成１１年当時

のａ大学医学部解剖学実習室内のホルムアルデヒド濃度が０．５ｐｐｍ

を大きく超えていたと認定することはできないというべきである。

(ウ) 以上のとおり，①平成１１年当時，解剖学実習室のホルムアルデヒ

ド濃度を居室基準（０．０８ｐｐｍ以下）又は作業場基準（０．５ｐｐ

ｍ以下）に抑えるべき安全配慮義務が存したとは認められないこと，②

平成１１年当時のａ大学医学部解剖学実習室のホルムアルデヒド濃度が
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作業場基準（０．５ｐｐｍ）を超えていたと認めるに足りる証拠もない

ことからすれば，原告の主張するホルムアルデヒドを基準値内に抑える

べき義務違反は認めることができない。

エ 具体的措置をとるべき義務について

(ア) ａ大学におけるホルムアルデヒド曝露回避措置

証拠によれば，平成１１年当時のａ大学医学部解剖学実習においては，

天井から吸気して床面に近い排気口から出す方式の換気システムが使用

されていたことが認められる（甲Ｂ９１，証人ｚ６頁）。

そして，平成１３年４月２０日付文部科学省高等教育局医学教育課長

による「医学生及び歯学生の系統解剖実習時の環境向上について」と題

する通知によっても，「実習室内は，多数の学生が同時に曝露される可

能性があるので，換気扇や空気清浄機等で出来る限りの清浄化に努める

こと」と記載されていることからすれば，その２年近く前の平成１１年

当時としては，ホルムアルデヒド曝露回避のための一般的措置は採られ

ていたと考えるのが相当である。

(イ) 原告の主張するその他の措置をとるべき義務について

原告は，さらに，被告ａ大学には，①ホルムアルデヒド濃度を定期的

に計測し，②ホルマリンを遺体固定のために使用しない，③仮に使用す

るとしても，注入固定法ではなく環流固定法にする，④仮に使用しても，

アルコール置換等で残存を最小にする，⑤遺体の保管中にホルムアルデ

ヒドをアンモニアやアンモニウム塩で減らす，⑥気温上昇とともにホル

ムアルデヒド発生量が増えるので，解剖学実習室の気温を下げる，⑦解

剖学実習室に特別に強力な強制換気システムを導入する，⑧解剖台の改

修を含めた局所換気装置を導入する，⑨ホルムアルデヒド除去ゲルを設

置する，⑩個人曝露を最小限にするために下方へ排気される解剖台を導

入する，⑪個人曝露を最小限にするために効果的なマスク（活性炭繊維
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マスク，ポシェット型の循環式タンク），ゴーグルを使用させる，⑫代

替的方法を用いて学生の曝露時間を低減するといった回避措置をとるべ

き注意義務があったと主張する。

そこで，以下に個別に検討する。

ａ ホルムアルデヒド濃度の定期的測定義務について

原告は，解剖学実習室におけるホルムアルデヒド濃度を基準値内に

抑えるために，濃度を定期的に計測すべき義務があったと主張するが，

基準値内に抑える義務があったと認めるに足りないことは前記認定の

とおりであるし，そのための定期的計測が独立の義務とも認められな

い。

ｂ ホルマリンを使用しない義務について

証拠によれば，平成１６年当時，遺体の固定法として，シリコン，

エポキシ，ポリエステル系樹脂等をしみこませたうえで樹脂を重合さ

せるプラストミック標本と呼ばれる固定方法もあることが紹介された

ことが認められる（甲Ｂ１１１，１１２）。

しかしながら，平成１１年当時にホルマリンを使用しない方法が確

立していたと認めるに足りる証拠はなく，ホルマリンを使用しない義

務があったとは認められない。

ｃ ホルマリンを注入固定法ではなく，環流固定法で使用すべき義務に

ついて

証拠によれば，平成１５年６月３０日発行の文献に，「系統解剖実

習においては，従来注入固定法が用いられてきたが，改善され，環流

固定法が取り入れられている」との記載があることが認められる（甲

Ｂ６４）。

しかしながら，平成１１年当時，これが一般的であったと認めるに

足りる証拠はなく，ホルマリンを環流固定法で使用すべき義務があっ



73

たとは認められない。

ｄ アルコール置換を行うべき義務について

平成１１年当時，遺体のアルコール置換が一般的であったと認める

に足りる証拠はなく，これが義務であったとは認められない。

ｅ アンモニアやアンモニウム塩の使用義務について

平成１１年当時，アンモニアやアンモニウム塩の使用が一般的であ

ったと認めるに足りる証拠はなく，これが義務であったとは認められ

ない。

ｆ 室温を下げる義務について

平成１１年当時，換気装置による温度調節に加え，室温を下げるこ

とが一般的であったと認めるに足りる証拠はなく，これが義務であっ

たとは認められない。

ｇ 特別強力な換気システム義務について

ａ大学で，平成１１年当時，天井から吸気して床面に近い排気口か

ら出す方式の換気システムが使用されていたことは前記認定のとおり

であり，これ以上の換気システムを採用することが一般的であったと

認めるに足りる証拠はなく，これが義務であったとは認められない。

ｈ 局所換気装置義務について

証拠によれば，平成７年にイスラエルでホルムアルデヒドガスを下

流に引くためのモーターが一体となって内蔵された新しいタイプの解

剖台が紹介されたこと（甲Ｂ９８の１，２），日本でも平成１４年に，

汚染物質をストレッチャー周囲に設けられた吸引口から吸引するクリ

ーンシステムが販売されたこと（甲Ｂ２８），平成１７年にはホルム

アルデヒドを発生源近くで捕捉する解剖実習用換気浄化システムが発

売されていること（甲Ｂ９９）などが認められる。しかしながら，こ

れらが平成１１年当時一般的であったと認めるに足りる証拠はなく，
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これが義務であったとは認められない。

ｉ ホルムアルデヒド除去ゲル使用義務について

平成１６年４月，Ａ大学看護短期大学部のＢらにより，解剖実習室

にホルムアルデヒド除去ゲル（グリス，ＧＪＳ－Ｈ２００）を設置し

たところ個人曝露濃度も気中濃度も減少していたとの報告がなされた

ことが認められる（甲Ｂ７３，１０９）。しかしながら，平成１１年

当時，それが一般的であったと認めるに足りる証拠はなく，これが義

務であったとは認められない。

ｊ 下方へ排気される解剖台設置義務について

ａ大学で，平成１１年当時，天井から吸気して床面に近い排気口か

ら出す方式の換気システムが使用されていたことは前記認定のとおり

である。そして，平成１１年当時，これ以上の換気システムを採用す

ることが一般的であったと認めるに足りる証拠はなく，これが義務で

あったとは認められない。

ｋ マスク，ゴーグルの使用義務について

平成１０年当時，大分医科大学では，簡易活性炭マスクを，解剖学

実習を受ける学生全員に装着させていたこと（甲Ｂ９７），このこと

が平成１１年３月３０日発行の専門雑誌「アレルギー」に報告されて

いることが認められる。

しかしながら，それが当時一般的であったと認めるに足りる証拠は

なく，簡易活性炭マスク，その他活性炭線維マスク，ポシェット型循

環式タンクがついたマスク等の全員着用が義務であったとは認められ

ない。

ｌ 代替的方法

平成１２年８月９日，ＵＣＳＦ（カリフォルニア大学サンフランシ

スコ校），コロラド大学などで，学生が遺体を解剖する授業が段階的
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に廃止されつつあることが書籍に紹介されていることが認められる

（甲Ｂ１１９）。

しかしながら，それが義務であったと認めるに足りる証拠はない。

(ウ) 以上によれば，原告の主張する方策については，これを採るべき義

務があったと認めることができず，したがって，被告ａ大学に，事前の

一般的注意義務として，原告の主張する具体的義務があったと認めるこ

とはできない。

(2) ホルムアルデヒドの危険性等についての説明義務違反の有無について

原告は，解剖学担当のｄ教授には，解剖学実習の前に，ホルムアルデヒド

の危険性，防護法の必要性を学生に説明し，体調不良が起こったら直ちに担

当教員に申し出るよう指導すべき注意義務があったにもかかわらず，ｄ教授

は，それらの説明，指導を行わなかった旨主張する。

そして，平成１０年当時，大分医科大学では，実習開始前のオリエンテー

ションにおいてホルムアルデヒドによる身体障害の説明と曝露に対する対処

法について説明を行っていたことが認められる（甲Ｂ７６，９７）。

しかしながら，ホルムアルデヒドの危険性，防護法の必要性について，事

前に指示をすることが前記認定のような平成１１年当時の解剖学実習室のホ

ルムアルデヒド濃度に関する知見に照らし，義務であったとまでは認められ

ないこと，体調が悪い時に担当教員に申し出るべきことは，特に告知するま

でもなく，いわば常識的な事柄であって，義務とまでは認められないこと，

現に原告が解剖学実習においてｄ教授に対し体調不良を訴えたと認められる

こと（前記１(2)ウ）に鑑みれば，上記の点について，被告ａ大学に注意義

務違反があったと認めることはできない。

(3) 原告に健康被害が発生又は継続した時点での注意義務違反の有無につい

て

前記認定のとおり，原告は，平成１１年４月末ないし５月初めころの解剖
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学実習において，ｄ教授に対し，体調不良を訴え，実習室の外で休んでくる

よう指示を受けたことが認められる（前記１(2)ウ）。

しかし，原告が解剖学実習において体調不良を訴えたと明確に認めること

ができるのは上記の一時点のみであり，その後，原告が，解剖学実習の担当

教授に対して，解剖学実習による体調不良を継続的に訴えたり，ホルムアル

デヒドとの関連性を示唆する体調不良の訴えをしたとは認められない。

他方，前記認定事実によれば，原告は，解剖学実習初日である平成１１年

４月２０日，ｋ病院精神神経科を受診し，担当医師に対し，「学校が肉体的

にも精神的にもつらい」，「全然勉強についていけない」などと訴え（前記

１(2)イ），同月２７日，その旨をａ大学ｌ保健管理室のｅ医師にも告げてい

たこと（前記１(2)エ），同月２８日，ａ大学病院精神科を受診し，担当のｆ

医師に対し，「何をやっても理解できない。漢字多いし，元々文系で勉強に

ついていけない。日本語聞き取れないし，漢字も読めないし，皆分かってい

て私だけ分からなくて。勉強しなくてはと思うけど頭に入らない。」などと

学業に対する不安を訴え，その際，身体症状は認められなかったこと（前記

１(2)オ），その後もａ大学病院精神科へ通院し，医学部での学習に対する不

安を訴え続け，同年６月１９日，抑うつ状態との病名でａ大学病院精神科に

入院するに至ったこと（前記１(2)カないしタ）が認められる。これらの点か

らすれば，ｄ教授やａ大学病院の担当医師が原告の体調不良の訴えを心因的

要素によるものであると判断したことが不合理であったとはいえず，ｄ教授

やａ大学病院の担当医師において，原告の体調不良がホルムアルデヒド曝露

によるものであると疑い，原告についてホルムアルデヒド曝露回避のための

措置をとるべき義務があったとは認められない。

以下，個別に検討する。

ア 説明義務及び一時的に曝露を回避させる義務について

原告は，ｄ教授には，解剖学実習において原告が健康被害を訴えたとき，
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その健康被害が解剖学実習のホルムアルデヒド曝露が原因ではないかと疑

い，そのことを原告に説明した上で，原告に休憩をとらせて，一時的に曝

露を回避させるべき注意義務があったと主張する。

しかしながら，前記１(2)ウ認定のとおり，ｄ教授は，原告から体調不

良の訴えを受けて，原告に対し，実習室の外で座って休んでくるよう指示

したことが認められ，この点に照らせば，ｄ教授は，体調不良を訴えた原

告に対する配慮として必要な対応をとったということができ，その対応に

注意義務違反があるとは認められない。

原告は，ｄ教授が，原告に対し，健康被害の原因としてホルムアルデヒ

ド曝露が疑われることを説明しなかった点に説明義務違反がある旨主張す

るが，休憩を指示するなどして一時的に曝露を回避させるべき注意義務を

果たしている以上，これと独立して原告の主張するような説明義務があっ

たということはできず，原告の主張は採用できない。

イ 気中ホルムアルデヒド濃度を測定し，基準値内に抑える対策措置をとる

義務について

原告は，ｄ教授には，原告から健康被害が継続していることを訴えられ

た時点で，ａ大学管理部門に対し，解剖学実習室内の気中ホルムアルデヒ

ド濃度を測定すること，解剖学実習室のホルムアルデヒド曝露を基準値内

に抑えるための回避措置（前記(1)ア）をとることを提案すべき義務があ

り，ａ大学管理部門は，その提案を受け，気中ホルムアルデヒド濃度を測

定し，前記回避措置（前記(1)ア）を実施すべき義務があったと主張する。

しかし，平成１１年当時，解剖学実習室のホルムアルデヒド濃度を居室

基準又は作業場基準以下に抑える義務があったとはいえないこと，平成１

１年当時のａ大学医学部解剖学実習室内のホルムアルデヒド濃度が作業場

基準である０．５ｐｐｍを大幅に超えていたと認めるには足らないこと，

通常の換気システムの使用という一般的な措置がとられていたこと，した
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がって，被告ａ大学にホルムアルデヒド曝露回避についての一般的な注意

義務違反があったとは認められないことは，前記(1)に判示したとおりで

ある。

そして，体調不良が発生した原告を直ちに解剖学実習室から退避させ，

休憩を指示している以上，さらに，原告の個人曝露を防ぐために解剖学実

習室のホルムアルデヒド濃度自体を一律に低下させる義務が生じると解す

ることはできない。

よって，原告の上記主張は採用できない。

ウ ホルムアルデヒドの個人曝露を減少させる対策措置をとる義務について

原告は，ｄ教授には，原告から健康被害が継続していることを訴えられ

た時点で，原告のホルムアルデヒドの個人曝露を減少させるために，下方

へ排気される解剖台を導入し，曝露を減少させる効果のあるマスク，ゴー

グルを使用させる措置をとるべき義務があったと主張する。

そして，平成１１年４月末ないし５月初めころの解剖学実習において，

原告が，担当教授であったｄ教授に対し，体調不良を訴え，ｄ教授は，原

告に対し，実習室の外で座って休んでくるよう指示したこと（甲Ａ５８），

平成１０年当時，大分医科大学では，学生の中で特に症状が強い者につい

ては，保健管理センターを受診させ，隔離式防毒マスクの装着などをさせ

ていたこと（甲Ｂ７６，９７）が認められることは前記認定のとおりであ

る。

しかし，ａ大学医学部解剖学実習室においては，前記認定のとおり，天

井から吸気して床面に近い排気口から出す方式の換気システムが使用され

ており，一般的曝露回避措置は採られていたこと，平成１１年当時のａ大

学医学部解剖学実習室内のホルムアルデヒド濃度が作業場基準である０．

５ｐｐｍを大幅に超えていたとは認められないこと，原告が解剖学実習中

に体調不良を訴えたと認められるのは，平成１１年４月の１回のみであり，
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その後，原告の解剖学実習と直接結びついた体調不良の訴えが継続したこ

とを認めるに足りる証拠はなく，むしろ，平成１１年４月２７日以降，原

告は，専ら勉学についての不安，焦りを強く訴えていたことを考慮すれば，

被告ａ大学の担当教授らにおいて，原告の体調不良の訴えが学業の不安に

基づくものと疑ったことにも相当な理由があり，それをホルムアルデヒド

曝露に伴う健康被害であると認識することができたとは認められず，した

がって，原告のホルムアルデヒドの個人曝露を減少させるために，曝露を

減少させる効果のあるマスク，ゴーグルを使用させる措置をとるべき義務

があったと認めることはできない。

よって，原告の上記主張は採用できない。

エ 化学物質過敏症の専門医受診を勧告すべき義務について

原告は，ｄ教授には，原告から健康被害が継続していることを訴えられ

た時点で，化学物質過敏症専門医の受診を勧める注意義務があったと主張

する。

しかしながら，被告ａ大学の担当教授らにおいて，原告の継続的体調不

良の訴えの原因がホルムアルデヒド曝露に伴うものであると認識すること

ができたと認めるに足りないことは前記認定のとおりである。そして，解

剖学実習中に体調不良が継続しているとの訴えがあったのみで直ちに化学

物質過敏症の発症を強く疑うべきであるともいえないことに照らすと，上

記訴えがあった時点で化学物質過敏症専門医の受診を勧めるべき注意義務

があったとは認められない。

また，証拠（甲Ａ５８）によれば，ｄ教授は，原告が体調不良を訴えた

のに対し，保健管理室の受診を指示したことが認められ，これによれば，

原告の健康に配慮した適切な対応がとられたものということができる。

よって，ｄ教授が原告に化学物質過敏症専門医の受診を勧めなかった点

に注意義務違反があると認めることはできない。
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オ 解剖学実習に代わる方法を用意して，解剖学実習から遠ざける義務につ

いて

原告は，仮に被告ａ大学が前記イ及びウの注意義務を尽くしていたとし

ても，原告が健康被害を継続していた場合，被告ａ大学には，解剖学実習

に代わる方法を用意して，原告を解剖学実習から遠ざける義務があった旨

主張する。

そして，ネバダ大学では，学生は，専門のスタッフが剖出作業を終えた

解剖体を見学するという方法をとっていること（甲Ｂ１７），ＵＣＳＦや

コロラド大学においても代替的学習方法が進められていること（甲Ｂ１１

９）が認められ，ｚ医師が，「教育方法を変えるべきだと思うし，現実に

欧米，本邦でもそのような方向性に既に入っていると認識している」との

意見を述べている（甲Ｂ９１）ことが認められる。

しかしながら，被告ａ大学の担当教授らにおいて，原告の継続的体調不

良の訴えの原因がホルムアルデヒド曝露に伴うものであると認識すること

ができたと認めるに足りないことは前記認定のとおりである。そして，①

必修課目について代替措置を講じるか否かは，原則として，その教育機関

の裁量に委ねられるべき問題であること，②肉眼解剖学実習は，学生が実

際に人体を解剖することにより，人体の構造，各器官の形態，解剖学的位

置関係等を肉眼的に観察して，それらの構造や機能についての理解を深め

る点で，医学部の教育において重要な意義を有していると認められること

（甲Ａ５，丙Ａ４，１０）に照らせば，被告ａ大学が解剖学実習を必修課

目としたのは，その裁量の範囲に属する行為として相当であって，解剖学

実習について代替手段を用意すべき義務があったということはできない。

(4) ｅ医師の注意義務違反の有無について

ア 原告は，ｅ医師には，原告がａ大学ｌ保健管理室を受診したとき，ホル

ムアルデヒド曝露と原告の健康被害との関係を疑い，ｄ教授と連絡をとり，
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前記(3)イ及びウの措置を行い，また，原告に対し，化学物質過敏症につ

いて専門医の受診を勧め，確定診断，治療に至るようにすべき注意義務が

あった旨主張する。

そして，原告は，平成１１年４月２７日，学業に対する不安が強いこと

を訴え，保健管理室を受診したことが認められる（前記１(2)エ）。

イ しかし，この点に関しては，以下の事実を指摘することができる。

(ア) 原告は，ａ大学入学前よりｋ病院精神神経科に通院し，向精神薬の

投与を受けていたところ（前記１(1)カ），ａ大学入学後，同病院の担

当医師に対し，医学部でのスケジュールがハードであり，勉強や実習に

ついていくことができず，肉体的にも精神的にも辛いことを訴え，平成

１１年４月２７日には，不眠，食思不振，同級生は皆勉強ができ，自分

だけがついていけていない気がすること，高額の学費を両親に負担して

もらっていることを考えると勉強をしなければならないと焦ってしまう

ことなどを泣きながら訴えた（前記１(2)ア，イ，エ）。

(イ) 原告は，平成１１年４月２７日，ａ大学ｌ保健管理室を受診した際，

ｅ医師に対し，「解剖学等の授業で日本語テキストを見て読解困難のた

め，著しく不安となり，学業が手につかない」などと学業に対する強い

不安感を訴えた（前記１(2)エ，丙Ａ１・４頁）。

ウ 以上のとおり，原告の主訴は学業に対する不安が中心であったことから

すれば，原告がｄ教授に体調不良を訴えたこと，ｅ医師の診察を受けたの

は解剖学実習実施期間中であったことを考慮したとしても，ｅ医師はホル

ムアルデヒド曝露と原告の体調不良との関係を疑うべきであったとはいえ

ず，同医師に，前記(3)イ及びウの措置を行い，また，原告に対し，化学

物質過敏症について専門医の受診を勧めるべき注意義務があったとは認め

られない。

(5) 精神科外来受診時のｆ医師の注意義務違反の有無について
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ア 原告は，ｆ医師には，原告がａ大学病院精神科を受診したとき，ホルム

アルデヒド曝露と原告の健康被害との関係を疑い，ｄ教授と連絡をとり，

前記(3)イ及びウの措置を行い，また，化学物質過敏症について専門医の

受診を勧め，確定診断，治療に至るようにすべき義務があった旨主張する。

イ しかし，前記認定事実（(4)イ(ア)及び(イ)）によれば，当時の原告の

主訴は学業に対する不安が中心であったことは前記認定のとおりである。

これに加え，①原告は，平成１１年４月２８日，診察を担当したｆ医師に

対し，「何をやっても理解できない。漢字多いし，元々文系で勉強につい

ていけない。日本語聞き取れないし，漢字も読めないし，皆分かっていて

私だけ分からなくて。勉強しなくてはと思うけど頭に入らない。」などと

学業に対する不安を訴えたこと，②診察時，目の痛み，咳，咽頭痛，じん

ま疹，呼吸異常，意識消失等の訴えや身体症状は認められなかったことが

認められる（前記１(2)オ）。

以上のとおり，原告の主訴は学業に対する不安であったこと，身体症状

が認められなかったことからすれば，ｆ医師が原告を抑うつ状態と診断し

たことには合理性が認められ，ホルムアルデヒド曝露と原告の体調不良と

の関係を疑うべきであったとはいえない。

ウ よって，ｆ医師に，ｄ教授と連絡をとって前記(3)イ及びウの措置を行

い，また，化学物質過敏症について専門医の受診を勧めるべき注意義務が

あったとは認められない。

(6) 精神科外来の治療で改善しなかったときのｆ医師の注意義務

ア 原告は，ｆ医師には，原告がａ大学病院精神科の治療を受けても体調が

良くならず，むしろ薬剤投与によって悪化したとき，精神疾患以外の疾患

を疑って，化学物質過敏症の専門医受診を勧めるべき義務があった旨主張

する。

この点に関し，原告は，平成１１年４月２８日から同年６月１６日まで，
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ａ大学病院精神科を外来受診し，向精神薬の処方を受けたこと（前記１

(2)カないしソ），同月９日や同月１６日の時点でも，疲労感，実習や試

験に対する不安感を訴えていたこと（前記１(2)セ，ソ）が認められる。

そして，ｒ医師も，抗うつ剤を使うほど，原告の症状が悪くなっている

のであるから，診断を再検討すべきであり，再検討すれば他原因（身体疾

患とくにアレルギー・免疫疾患）を考えることになったはずである旨の意

見を述べる（甲Ｂ７７）。

イ しかし，他方で，前記認定事実によれば，以下の点を指摘できる。

(ア) 原告は，ａ大学病院精神科を外来受診していた期間中も，主訴は，

勉強や試験に対する不安感，焦燥感が中心であり（前記１(2)カないし

ソ），「もう絶対学校やめる，死にたいとか思った」などと希死念慮を

訴えるようなこともあったが（前記１(2)ク），他方で，明確な身体症

状の訴えはほどんどなかった。この点に照らせば，原告の症状が身体的

原因に基づくものであると疑うべき状況にあったとは認められない。

(イ) また，ｋ病院精神神経科の担当医師が，平成１１年６月４日の診察

時，入院が決まって安心したためか，原告の表情が穏やかになっており，

ルボックスが奏効しているようであると判断したこと（前記１(2)ス）

からすれば，精神的な症状については，精神科治療，向精神薬の投与に

よって悪化したということはできず，むしろ改善傾向がもたらされたと

認めることができる。

(ウ) 確かに，平成１１年６月９日及び同月１６日，原告は，ｆ医師に対

し，不眠，疲労感等を訴えたことが認められる。しかし，「解剖やっぱ

りできない」（前記１(2)セ），「骨学表層テスト５０点。もう１つと

合わせて６０点になればいいけど自信なくて」（前記１(2)ソ）との訴

えがあったことに鑑みれば，上記不眠，疲労感の原因は，実習や試験に

よる肉体的又は精神的な負担にあったと推認するのが合理的であり，そ
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れらが他の原因によって生じた症状であると直ちに疑うべきであったと

は認められない。

ウ 以上によれば，原告がａ大学病院精神科の治療を受けても体調が良くな

らず，むしろ薬剤投与によって悪化したとは認められず，ｆ医師に，原告

について精神疾患以外の疾患を疑って，化学物質過敏症の専門医受診を勧

めるべき注意義務があったとも認められない。

(7) 精神科での入院治療で健康被害が悪化したときのａ大学病院医師の注意

義務違反の有無について

原告は，ｆ医師らａ大学病院の医師には，原告が，平成１１年６月１９日，

ａ大学病院精神科に入院し，投薬治療を受けても体調が良くならず，かえっ

て悪化していったとき，精神疾患以外の疾患を疑って，原告に対し，化学物

質過敏症の専門医受診を勧めるべき義務があったと主張する。

そして，この点につき，ｒ医師は，入院させてストレス因子を減らしてい

るにもかかわらず，症状が改善しないのであるから，身体的なバックグラウ

ンドがあることを疑わざるを得ないはずである旨の意見を述べる（甲Ｂ７

７）。

加えて，原告には，確かに，ａ大学病院精神科を退院した前日である同年

８月１７日にも，嘔吐や倦怠感等の訴えがみられていたことが認められる

（丙Ａ２・６０，６１，１５９頁）。

しかしながら，前記のとおり，原告の訴えは専ら学業の不安などの精神症

状が主体であって，嘔吐や倦怠感等も精神疾患と矛盾するものとは言えない

こと，原告がａ大学病院精神科に入院中，症状が悪化したとしても，入院中

はむしろ解剖学実習を欠席して，ホルムアルデヒド曝露からも遠ざかってい

たことからすれば，被告ａ大学の担当医師としては，むしろホルムアルデヒ

ド曝露が体調不良の原因であるとは考えにくい状況であったと言えることか

らすれば，原告に対し，化学物質過敏症専門医の受診を勧めるべき注意義務
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が生じるものとは認められず，原告の主張は採用することができない。

(8) 入院させて進路障害を生じさせた義務違反

原告は，ｆ医師らａ大学病院の医師には，原告の入院治療に際して進級等

の事情に配慮する義務があったにもかかわらず，病院から学校に通えると欺

罔のうえで不必要な入院をさせ，試験を受けることを禁止した義務違反があ

ると主張する。

そして，平成１１年６月１９日，原告は，抑うつ状態との病名で，静養，

薬物療法を目的として，ａ大学病院精神科に任意入院したこと，同年５月２

１日，原告が「入院して実習に出られなければ留年してしまう。そうしたら，

お金は出してもらえないので学校をやめなくてはいけない。」と述べるなど，

実習に出られないことを気にしていたこと（丙Ａ１・１２頁）が認められる。

しかしながら，①原告は，同年５月１３日，ｆ医師に対し，「最低解剖だ

けは出ている。生物も化学も分からないし，皆で勉強したが皆よく勉強して

いて涙が出てきた。もう絶対学校やめる，死にたいとか思った。」などと強

い不安感を訴えていたこと（前記１(2)ク），②同日，ｆ医師は，原告がこ

れ以上努力を続けるのは困難であると考え，原告に対し，休息のために入院

することを提案し，原告もこれを受け入れて精神科病棟への入院を予約した

こと（前記１(2)ク），③ところが，同月２１日，原告は，留年することに

なるから入院したくない旨の話をし，入院予約をキャンセルしたこと，④同

年６月２日，原告は，ｆ医師に対し，ｋ病院でも担当医師から入院を勧めら

れたことを伝え，「前は這ってでも（通学したい）と思っていたが，やはり

自分はいつもの自分ではないと思う。」旨述べて入院を希望し，精神科病棟

への入院を再度予約したこと，（前記１(2)シ），⑤同年６月４日，原告は，

入院が決まって安心したためか，表情が穏やかになっていたこと（前記１

(2)ス），⑥同年６月１６日，原告は，ｆ医師に対し，「ギブアップ」，

「今週は学校に来れてない」と訴えたこと（前記１(2)ソ），⑦同月１９日，
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原告は，抑うつ状態との病名で，ａ大学病院精神科に入院し，「もう限界と

思った。本を読むのもいや，勉強するのもいや，大学に入って勉強した頃か

らもう苦しかった。」などと訴えたこと（前記１(2)タ）が認められる。

以上によれば，ｆ医師が，原告の意欲低下，焦燥感の症状悪化に対し，休

養のとれる環境を提供するなどのため，入院を勧めたことに不合理な点は認

められないと言うべきである。

なお，原告は，入院時，原告のうつ状態がそれほど重いものでなかったこ

とは，入院時の看護師の記録に希死念慮マイナス，自殺企図マイナスとの記

載からも明らかであると主張する（丙Ａ２・９７，９８頁）。

しかしながら，上記認定の事実に照らせば，入院時に原告が看護師に対し

自殺念慮等を述べなかったからといって，そのことから，原告に休養のため，

入院の必要性があったとの前記医師の判断が不合理であったとは認められな

い。

また，被告ａ大学病院の担当医師らにおいて，原告に対し，病院から学校

に通えると欺罔した事実を認めるに足りる証拠はない。

よって，ｆ医師が原告を入院させたことに義務違反は認められない。

(9) 入院を早期に取り消さなかった義務違反

原告は，入院直後の診断により，原告には希死念慮が存在しないことが明

確になったのであるから，ｆ医師らａ大学病院の医師は，直ちに入院を取り

消す義務があった旨主張する。

しかしながら，前記(8)に指摘の各事実に鑑みれば，ｆ医師が，原告の休

養を目的として入院措置を採ったことは相当であって，入院時，原告が看護

師に対し自殺念慮等を述べなかったからといって，入院を早期に取り消す義

務が生じるとは認められない。

(10) 再入学を拒んだ義務違反

原告は，被告ａ大学は，原告に退学を勧めた時点において，原告が希望す
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れば，いつでも原告の再入学を許可するとの約束を原告の両親としていたの

であるから，原告が再入学を希望すれば，これを受け入れる義務を負ってい

た旨主張する。

そして，原告の母は，原告の退学に際し，ａ大学教学課職員Ｇから，「休

学でも授業料の半額を支払わなければならないので，書類上一度退学すると

いう形をとった方が良い」と勧められ，体調が戻ればいつでも再入学できる

との話だった旨の陳述書を提出する（甲Ａ５８・２９頁，甲Ｂ９４・４頁）。

しかしながら，ａ大学学修に関する規則３２条２項によれば，「再入学の

可否は，教授会の議を経て決定する。」（丙Ａ９）とされていることに照ら

せば，教学課の一職員が，いつでも再入学を許可するとの約束をするとは考

えられず，原告の母の陳述は直ちに採用することができない。

したがって，上記約束を前提とする原告の主張は採用することができず，

被告ａ大学に再入学を拒んだ義務違反を認めることはできない。

(11) まとめ

以上によれば，被告ａ大学に，原告の主張する安全配慮義務違反があった

とは認められない。

５ 争点(3)（被告ｂ大学の安全配慮義務違反の有無）について

(1) ホルムアルデヒド曝露回避についての一般的な注意義務違反の有無につ

いて

ア 原告は，被告ｂ大学には，解剖学実習に参加する学生の健康を損なわな

いため，解剖学実習室のホルムアルデヒド濃度を主位的にはＷＨＯ（世界

保健機関）の定める居室基準（０．０８ｐｐｍ）以下に，予備的には作業

場基準（０．５ｐｐｍ）以下に抑えるべき義務があり，具体的には，①ホ

ルムアルデヒド濃度を定期的に計測し，②ホルマリンを遺体固定のために

使用しない，③仮に使用するとしても，注入固定法ではなく環流固定法に

する，④仮に使用しても，アルコール置換等で残存を最小にする，⑤遺体
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の保管中にホルムアルデヒドをアンモニアやアンモニウム塩で減らす，⑥

気温上昇とともにホルムアルデヒド発生量が増えるので，解剖学実習室の

気温を下げる，⑦解剖学実習室に特別に強力な強制換気システムを導入す

る，⑧解剖台の改修を含めた局所換気装置を導入する，⑨ホルムアルデヒ

ド除去ゲルを設置する，⑩個人曝露を最小限にするために下方へ排気され

る解剖台を導入する，⑪個人曝露を最小限にするために効果的なマスク

（活性炭繊維マスク，ポシェット型の循環式タンク），ゴーグルを使用さ

せる，⑫代替的方法を用いて学生の曝露時間を低減する，といった回避措

置をとるべき注意義務があったと主張する。

イ そして，ホルムアルデヒドが人体に有害な影響を及ぼし得る物質である

こと，ホルムアルデヒドの危険性と対策の必要性については，昭和５２年

ころから，新聞等でも度々指摘されていたこと，平成１１年３月３０日に

は，大分医科大学の水城医師らが，解剖学実習中の学生に対するホルムア

ルデヒドによる健康被害について報告していたこと，ｚ医師が，解剖学実

習室においてもホルムアルデヒド濃度を居室基準である０．０８ｐｐｍ以

下にするのが望ましい旨証言し，Ｃ医師も，その意見書において，作業場

基準の遵守以上の配慮が必要との意見を述べていることは前記４(1)イに

認定のとおりである。

さらに，平成１２年６月３０日には，厚生省生活衛生局長が，化学物質

による室内空気汚染等による居住者等の様々な体調不良が生じていること

が指摘されていることを受け，各都道府県知事等に宛てて，「室内空気中

化学物質の室内濃度指針値及び標準的測定方法について」と題する通知を

発出し，その中で，ホルムアルデヒドについては，室内濃度指針を０．０

８ｐｐｍとしたこと（甲Ｂ２０），平成１２年ころから，解剖学実習室に

おけるホルムアルデヒドによる健康被害の問題が新聞等でも取り上げられ

るようになってきたこと（甲Ｂ１０５，１０６），原告がｂ大学医学部で
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解剖学実習を受け始めた平成１３年５月時点では，既に，同年４月２０日

付文部科学省高等教育局医学教育課長通知により，「医学生及び歯学生の

系統解剖実習時の環境向上について」と題する提言が医学部又は歯学部を

置く国公私立大学事務局長宛に送付されていたこと，同提言は，ホルマリ

ン使用時には空気環境の改善に努めること，特に実習室内は多数の学生が

同時に曝露される可能性があるので，換気扇や空気清浄機等でできる限り

の洗浄化に努めることなどの提言を含むものであったこと（乙Ａ１）がそ

れぞれ認められる。

ウ しかし，この点については，以下の事実を指摘できる。

(ア) ホルムアルデヒド濃度の基準について

ａ 居室基準

医学部の学生が解剖学実習室に長時間滞在することがあるとしても，

これを生活のための居室と同視できないことは前記４(1)ウに説示の

とおりであり，ホルムアルデヒド濃度につき居室基準（０．０８ｐｐ

ｍ以下）がそのまま妥当するものとは言えない。

したがって，被告ｂ大学に，居室基準である０．０８ｐｐｍ以下を

遵守すべき義務があるとは認められない。

ｂ 作業場基準

学生が解剖学実習室において長時間にわたり遺体の解剖作業を行う

こともあることを考慮すれば，その気中ホルムアルデヒド濃度につき

作業場基準（０．５ｐｐｍ以下）を一つの目標とすることが十分に考

え得ることも前記説示と同様である。

そして，平成１３年４月２０日ころには，文部科学省高等教育局医

学教育課長による「医学生及び歯学生の系統解剖実習時の環境向上に

ついて」と題する通知が発出されたことは前記認定のとおりである。

しかしながら，同通知においても，「本提言を踏まえ系統解剖実習
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時の環境向上に努めていただきますようお願いします。」，「実習室

内は，多数の学生が同時に曝露される可能性があるので，換気扇や空

気清浄機等で出来る限りの清浄化に努めること」とあり，各大学にお

いて，ホルムアルデヒド濃度の低減に努力するよう提言をしてはいる

ものの，その具体的数値目標が示されたり，義務が課せられたりして

いるものではない。また，その方策も，換気扇や空気清浄機等の使用

といった一般的対策が例示されているに過ぎず，それ以上に具体的方

策が示されているわけではない。そして，ホルムアルデヒド対策が，

一朝一夕に出来るものでもないこと，社団法人日本解剖学会では，ホ

ルマリンによるシックハウス症候群が問題となったことを踏まえて，

ようやく平成１３年度の委員会事業計画として，解剖実習環境の整備

について検討することが挙げられていること（甲Ｂ２９），その後，

これらの動きを踏まえて，平成１４年から１５年にかけて，各大学等

から，解剖学実習時のホルムアルデヒド濃度の測定結果が次々と報告

され，さらにその低減を可能にするための具体策に関する多くの論文

が出されるに至ったこと（甲Ｂ５０ないし７５）に照らせば，原告が

ｂ大学においてホルムアルデヒドに曝露したと主張する平成１３年４

月から７月の期間は，文部科学省高等教育局医学教育課長通知を受け

た各大学が，各大学の実情に合わせ，具体的対策を検討し，取り入れ

可能な方策から逐次取り入れて，ホルムアルデヒド対策を始める時期

であったと考えられ，平成１３年当時，被告ｂ大学に，解剖学実習室

のホルムアルデヒド濃度を，直ちに作業場環境基準の０．５ｐｐｍ以

下に抑えるべき安全配慮義務が生じていたと認めることはできない。

(イ) ホルムアルデヒド濃度について

原告は，被告ｂ大学の解剖学実習室も，ホルムアルデヒドは高濃度で

あり，原告以外にも健康被害を生じていた学生がいた旨供述する（甲Ａ
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５８・３７，３８頁，原告本人１３頁）。

しかしながら，原告が解剖学実習を受けた平成１３年当時における被

告ｂ大学における解剖学実習室のホルムアルデヒド濃度の測定結果は存

在せず，証拠（乙Ａ７７）によれば，平成１７年５月２０日，同年６月

１日，同月２２日，同年７月１１日，同月２１日，ｂ大学医学部解剖学

実習室内のホルムアルデヒド濃度が測定され（いずれも遺体数を２６と

し，換気システムを稼働させた状態で，実習室内６地点の濃度を測定し

た。平成１７年５月２０日，同年６月１日はライヘパック開封３０分後

の値を，平成１７年６月２２日，同年７月１１日，同月２１日はライヘ

パック開封１時間３０分後の値を計測した。），測定値は以下のとおり

であったことが認められる。

平成１７年５月２０日

０．４５ないし０．６３ｐｐｍ（平均０．５１ｐｐｍ）

平成１７年６月１日

０．３６ないし０．６３ｐｐｍ（平均０．４３ｐｐｍ）

平成１７年６月２２日

０．１８ないし０．４５ｐｐｍ（平均０．２９ｐｐｍ）

平成１７年７月１１日

０．２２５ないし０．６３ｐｐｍ（平均０．３５ｐｐｍ）

平成１７年７月２１日

０．１６ないし０．３１５ｐｐｍ（平均０．２３ｐｐｍ）

以上の測定結果によれば，換気システムを稼働させた状態であれば，

ライヘパック開封３０分ないし１時間３０分後のホルムアルデヒド濃度

は概ね作業場基準である０．５ｐｐｍ以下であったということができる。

また，平成１８年５月１２日に行われた解剖実習室のホルムアルデヒ

ドの測定結果も，換気扇（旧型）使用の場合で０．１２ないし０．２ｐ
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ｐｍ（平均０．１８ｐｐｍ）であり，同年６月５日，換気扇（旧型）使

用の場合で０．１９ないし０．３９ｐｐｍ（平均０．２９ｐｐｍ），同

年７月１０日，旧換気システムで行われた解剖実習室のホルムアルデヒ

ドの測定結果も，０．１８ないし０．３６ｐｐｍ（平均０．２７ｐｐ

ｍ），デジタル測定の場合に０．１２ないし０．３３ｐｐｍ（平均０．

２２５ｐｐｍ）であって，いずれも作業場基準である０．５ｐｐｍを下

回っていたことが認められる（乙Ａ６１，７５，７６，７８）。

さらに，ｂ大学の解剖学実習室は，平成１０年３月２５日に竣工した

比較的新しい建物であって，解剖台と解剖台の間に合計３５か所の空調

吹出口と，部屋の両隅に合計４か所の空調吸込口を備えた構造であり，

排気ファンの設計風量は，１時間３万２３６０立方メートルであって，

室容積との関係では，１時間に約３１回の空気交換がなされる設計であ

ったこと，その後平成１８年３月に局所排気システム（解剖台に排気口

を設けるシステム）を採用するまで，実習室の改修工事は行われておら

ず，平成１３年当時も同様の換気システムが使用されていたと推認でき

ること（乙Ａ４２，４３，６５，６６，８０）に照らせば，平成１３年

当時，ホルムアルデヒド濃度が０．５ｐｐｍを大きく超えていたとの原

告の供述を採用することはできず，他にこれを認めるに足りる証拠はな

い。

この点に関し，原告は，被告ｂ大学では，平成１６年度からホルムア

ルデヒド濃度を低減した固定液の使用を開始しているから（乙Ａ８０・

１９頁），平成１７年の測定結果（乙Ａ７７）は，平成１３年当時の解

剖学実習室の状況を正しく反映したものとは言えない旨主張する。

しかしながら，ｂ大学において，ホルムアルデヒド濃度を低減した固

定液を使用した遺体を実際に解剖学実習に用い始めたのは平成１７年度

の後期からであると認められるから（乙Ａ８０・１９頁），平成１７年
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の５月ないし７月の測定時は，平成１３年当時とほぼ同じ環境下であっ

たものと推認でき，原告の主張は採用できない。

また，原告は，平成１７年の測定結果（乙Ａ７７）は，訴訟に後から

提出されたものであり，信用できない旨主張する。しかしながら，提出

が遅れたことをもって，直ちに信用できないと言うことはできない。

(ウ) 以上のとおり，①平成１３年当時，解剖学実習室のホルムアルデヒ

ド濃度を居室基準（０．０８ｐｐｍ以下）又は作業場基準（０．５ｐｐ

ｍ以下）に抑えるべき安全配慮義務が存したとは認められないこと，②

平成１３年当時のｂ大学医学部解剖学実習室のホルムアルデヒド濃度が

作業場基準（０．５ｐｐｍ）を超えていたと認めるに足りる証拠もない

ことからすれば，原告の主張するホルムアルデヒドを基準値内に抑える

べき義務違反は認めることができない。

エ 具体的措置をとるべき義務について

(ア) ｂ大学におけるホルムアルデヒド曝露回避措置

証拠（乙Ａ２，乙Ａ４５ないし４８，５５，５７，５８，７０ないし

７３，８０）によれば，ｂ大学では，平成１３年当時，１時間に約３１

回の空気交換がなされる設計の解剖学実習室を備えていたこと，遺体を

浸漬固定（後固定）する際，保存液にホルムアルデヒドを入れずに，７

０％アルコールのみの保存液に１ないし３か月漬けて固定し，余分なホ

ルムアルデヒドを洗い出す方法を採用していたことが認められる。また，

ホルムアルデヒド吸着マット・シートの使用（ドライシートホルムを遺

体の下に敷くことで，処置中の固定液や処置後の体液漏れを吸水吸着分

解し，処置室のホルムアルデヒド濃度を低減する。），ライヘパック

（遺体収納用ビニール袋）の使用（乙Ａ４４），学生に対するラテック

ス手袋，紙製マスク，活性炭入り防塵マスク，ゴーグル，帽子，予防衣

の貸し出しといった対応がとられていたことが認められ，これによれば，
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ホルムアルデヒド曝露回避のために効果がある措置が複数とられていた

ということができる。

この点に関し，原告は，当時，ホルムアルデヒド吸着マット・シート

は使用されておらず，吸着マット・シートは曝露対策にもならない旨主

張する。しかしながら，証拠（乙４５）によれば，ドライシートホルム

を遺体の下に敷くことで，処置中の固定液や処置後の体液漏れを吸水吸

着分解し，処置室のホルムアルデヒド濃度を低減すると説明されている

ことが認められ，原告の主張は採用できない。

また，原告は，ライヘパックは遺体の乾燥を防止するためのものであ

り，解剖学実習中のホルムアルデヒド拡散防止にも効果がない旨主張す

る。しかしながら，文部科学省高等教育局医学教育課長発出の「医学生

及び歯学生の系統解剖実習時の環境向上について」と題する通知（乙Ａ

１）によっても，解剖を行わない部位や休憩する場合，遺体にカバーを

するとかなり揮発を防げるとして，カバーの使用を推奨していることに

照らせば，ライヘパックの使用に，効果がないとの主張は採用できない。

さらに原告は，ｂ大学では，当時，マスク，ゴーグル，帽子，予防衣

等が貸与されていたことはない旨主張し，予防衣や帽子の共同購入申込

書を提出する（甲Ａ３０）。

しかしながら，平成１０年７月２３日に，系統解剖用にゴーグル８個

が，平成１２年５月２６日に，教育研究用に防塵マスク（１０個入り）

１０個が，平成１３年５月２４日にプラスチック手袋１個と防塵マスク

（１０個入り）１０個が購入されていること（乙Ａ５５，５７，５８），

平成１５年３月２５日竣工のの解剖実習室の空調系統図に添付されてい

た写真には，解剖実習用マスク等として，帽子，手袋，マスク，ゴーグ

ル等が撮影されていること（乙Ａ６４）に照らせば，貸与がなかったと

の原告の主張は採用することができない。
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また，原告は，マスクもゴーグルもホルムアルデヒドに対する効果が

ないと主張して，マスクもゴーグルもホルムアルデヒドに対応していな

いとの回答書（甲Ｂ８５，９６）を提出する。しかしながら，マスクや

ゴーグルの有用性を指摘する文献が存在すること（甲Ｂ６８），ｂ大学

で使用されていたマスクは活性炭入りのマスクであって（乙Ａ４７，８

０），簡易活性炭マスクにはホルムアルデヒドを吸着する有効性が確認

されたことが認められること（甲Ｂ１８）からすれば，ホルムアルデヒ

ド対策として効果がない旨の原告の主張も採用できない。

そして，平成１３年４月２０日付文部科学省高等教育局医学教育課長

による「医学生及び歯学生の系統解剖実習時の環境向上について」と題

する通知によっても，「実習室内は，多数の学生が同時に曝露される可

能性があるので，換気扇や空気清浄機等で出来る限りの清浄化に努める

こと」と記載されていることからすれば，ｂ大学においては，平成１３

年当時としては，ホルムアルデヒド曝露回避のための一般的措置は採ら

れていたと考えるのが相当である。

(イ) 原告の主張するその他の措置をとるべき義務について

原告は，さらに，被告ｂ大学には，①ホルムアルデヒド濃度を定期的

に計測し，②ホルマリンを遺体固定のために使用しない，③仮に使用す

るとしても，注入固定法ではなく環流固定法にする，④仮に使用しても，

アルコール置換等で残存を最小にする，⑤遺体の保管中にホルムアルデ

ヒドをアンモニアやアンモニウム塩で減らす，⑥気温上昇とともにホル

ムアルデヒド発生量が増えるので，解剖学実習室の気温を下げる，⑦解

剖学実習室に特別に強力な強制換気システムを導入する，⑧解剖台の改

修を含めた局所換気装置を導入する，⑨ホルムアルデヒド除去ゲルを設

置する，⑩個人曝露を最小限にするために下方へ排気される解剖台を導

入する，⑪個人曝露を最小限にするために効果的なマスク（活性炭繊維
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マスク，ポシェット型の循環式タンク），ゴーグルを使用させる，⑫代

替的方法を用いて学生の曝露時間を低減するといった回避措置をとるべ

き注意義務があったと主張する。

しかしながら，原告の主張するホルムアルデヒド対策が，平成１３年

当時においても一般的であったと認めるに足りる証拠はなく，義務であ

ったと認めることができないことは，いずれも前記４(1)エに説示したと

ころと同様である。

そして，前記認定のとおり，当時ｂ大学では，④のアルコール置換，

⑪のマスク，ゴーグルの貸与という措置が既に採られていたことからす

れば，この点についても違反があったとは認められない。

オ 以上のとおり，①平成１３年当時，解剖学実習室のホルムアルデヒド濃

度を居室基準（０．０８ｐｐｍ以下）又は作業場基準（０．５ｐｐｍ以

下）に抑えるべき安全配慮義務が存したとは認められないこと，②平成１

３年当時のｂ大学医学部解剖学実習室のホルムアルデヒド濃度が作業場基

準（０．５ｐｐｍ）を大きく超えていたとは認められないこと，③当時ｂ

大学においては，ホルムアルデヒド曝露回避のために有用な措置が複数と

られていたと認められることを総合すれば，被告ｂ大学にホルムアルデヒ

ド曝露回避措置についての一般的な注意義務違反があったと認めることは

できない。

(2) ホルムアルデヒドの危険性等についての説明義務について

原告は，解剖学の担当教授には，解剖学実習の前に，ホルムアルデヒドの

危険性，防護法の必要性を学生に説明し，体調不良が起こったら直ちに担当

教員に申し出るよう指導すべき注意義務があったと主張する。

そして，平成１３年４月２０日付「医学生及び歯学生の系統解剖実習時の

環境向上について」と題する前記提言において，①遺体がホルマリン等で防

腐処置を施されて初めて解剖学実習ができること，②解剖学実習で使用して



97

いる防腐液及び保存液が学生の身体に与える影響，防護方法及び廃棄方法を

学生に対し文書等で理解させることが提言されていること（乙Ａ１）に鑑み

れば，被告ｂ大学には，原告の主張する上記注意義務があったと認められる。

しかし，①ｎ教授は，実習の初回には，学生に対して，ホルムアルデヒド

の危険性や活性炭入り防塵マスク，ゴーグルなどの防御用具の使用について，

注意をしていたこと（乙Ａ８０，証人篠田１３頁），②ｙ教授及びｎ教授は，

平成１３年６月１２日付け「人体正常解剖学実習上の注意事項の追加」と題

する文書を掲示して学生に示して（乙Ａ２，８０），実習中の注意事項とし

て，ホルマリンは遺体の防腐処理に欠かせないものであること，目への刺激，

痛みが強い場合は，洗眼，ゴーグルなどでの目の保護をすべきこと，鼻への

刺激が強い場合は，活性炭入りマスクを使用すべきこと，手の荒れは手袋等

で保護すべきことなどの記載があることを告知したと認められること（乙Ａ

２）からすれば，ｎ教授らは，学生に対し，ホルムアルデヒドの危険性，防

護法等を適切に説明したものと認めることができる。

この点に関し，原告は，被告ｂ大学において，ホルムアルデヒドの危険性

等について説明を受けたこともないし，書面による告知を受けたこともない

旨主張する。しかしながら，「人体正常解剖学実習上の注意事項の追加」と

題する書面は，その体裁上，学生に告知することを目的として作成された書

類と解されるから，告知されたと考えるのが自然であり，原告の主張は採用

できない。

よって，解剖学の担当教授にホルムアルデヒドの危険性等についての説明

義務違反があるとは認められない。

(3) 解剖学実習での顕著な健康被害が継続した時点における注意義務違反の

有無について

ア ホルムアルデヒド濃度を測定し，基準値内に抑える対策措置をとる義務

について
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原告は，平成１３年５月，原告がｍ教授に健康被害を訴えた時点，また

は同年６月原告がｎ教授に対し，解剖学実習により顕著な健康被害が継続

しているため，換気システムを作動するよう頼んだ時点で，同教授らには，

適切な問診をし，ｂ大学管理部門に対し，解剖学実習室内のホルムアルデ

ヒド濃度を測定すること，解剖学実習室のホルムアルデヒド曝露を基準値

内に抑えるための回避措置（前記(1)ア）をとることを提案すべき義務が

あり，ｂ大学には，その提案を受け，気中ホルムアルデヒド濃度を測定し，

前記回避措置（前記(1)ア）を実施すべき義務があった旨主張する。

しかし，原告が，平成１３年５月ないし６月，ｍ教授，ｎ教授に対し，

解剖学実習による体調不良が継続していることを訴えたこと，換気システ

ムを作動するよう頼んだことを認めるに足りる証拠はない。

また，平成１３年当時，解剖学実習室のホルムアルデヒド濃度を居室基

準又は作業場基準以下に抑える義務があったとは認められないこと，平成

１３年当時のｂ大学医学部解剖学実習室内のホルムアルデヒド濃度が作業

場基準である０．５ｐｐｍを大きく超えてはいなかったこと，ホルムアル

デヒド曝露回避のために有用な措置が複数とられていたこと，したがって，

被告ｂ大学にホルムアルデヒド曝露回避措置についての一般的な注意義務

違反があったとは認められないことは，前記(1)に判示したとおりである

から，仮に原告が，ｎ教授らに対し，解剖学実習により顕著な体調不良が

継続しているため，換気システムを作動するよう頼んだとしても，そのこ

とから直ちに解剖学実習室のホルムアルデヒド濃度自体を一律に低下させ

る義務が生じると解することはできない。

よって，原告の主張は採用することができない。

イ ホルムアルデヒドの個人曝露を減少させる対策措置をとる義務について

原告は，解剖学担当のｎ医師らには，平成１３年５月ないし６月，原告

が，解剖学実習により顕著な健康被害が継続していることを訴え，換気シ
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ステムを作動するよう頼んだ時点で，原告の健康被害がホルムアルデヒド

によるものではないかと説明し，休憩を取らせるなどの曝露回避措置を取

ると共に，原告のホルムアルデヒドの個人曝露を減少させるために，下方

へ排気される解剖台を導入し，曝露を減少させる効果のあるマスク・ゴー

グルを使用させる措置をとるべき義務があり，また，少なくともホルムア

ルデヒドによる健康被害を念頭に置いたうえで，専門医への受診を勧める

義務があったと主張する。

しかし，原告が，平成１３年５月ないし６月，ｍ教授，ｎ教授に対し，

解剖学実習による体調不良が継続していることを訴えたこと，換気システ

ムを作動するよう頼んだことを認めるに足りる証拠がないことは前記のと

おりである。

また，当時，ｂ大学において活性炭入りマスクやゴーグルの貸し出しを

含むホルムアルデヒド曝露回避のために有用な措置が複数とられていたこ

と（前記(1)），これに加え，①平成１３年当時のｂ大学医学部解剖学実

習室内のホルムアルデヒド濃度が作業場基準である０．５ｐｐｍを大きく

超えていたとは認められないこと，②当時原告は，食思不振，嗄声を主訴

にｂ大学病院総合診療部を受診し，担当医師に対し，同年５月３１日に図

書館で勉強をしているときに咽頭部の違和感を覚えたこと，同年６月１日

の朝から声がかすれ，ほとんど出なくなったこと，ｂ大学に入学してから

極度のストレス状態におかれており，胃痛，嘔吐の症状があることなどを

訴えていたこと（前記１(4)ウ），③原告は，同年６月５日には，試験中

に激しい咳が出現し，過呼吸状態となって倒れたが，その前３日間は解剖

学実習は行われていなかったこと（前記１(4)エ）からすれば，ｂ大学の

担当教授，担当医師らにおいて，原告の身体症状とホルムアルデヒドとの

関連性を認識し得たとはいえず，原告の身体症状がホルムアルデヒド曝露

によるものではないかと疑うべきであったと認めることはできない。した
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がって，これを前提に，健康被害がホルムアルデヒドによるものではない

かと説明し，休暇を取らせると共に，下方へ排気される解剖台の導入とい

った具体的な回避措置を採り，少なくともホルムアルデヒド被害を念頭に

置いたうえで，専門医への受診を勧める義務があったとの原告の主張は採

用できない。

この点については，仮に原告が，ｎ教授らに対し，解剖学実習により顕

著な体調不良が継続しているため，換気システムを作動するよう頼んだ場

合であっても，同様に解することができる。

なお，原告は，ｎ教授が，原告に対し，マスクやゴーグルの着用を禁止

した旨主張するが，これを認めるに足りる証拠はない。

よって，原告の上記主張は採用することができない。

ウ 解剖学実習に代わる方法を用意して，解剖学実習から遠ざける義務につ

いて

原告は，仮に被告ｂ大学が前記ア及びイの注意義務を尽くしていたとし

ても，原告が健康被害を継続していた場合，被告ｂ大学には，解剖学実習

に代わる方法を用意して，原告を解剖学実習から遠ざける義務があった旨

主張する。

しかし，前記４(3)オに判示したのと同様，被告ｂ大学の担当教授らに

おいて，原告の継続的体調不良の訴えの原因がホルムアルデヒド曝露に伴

うものであると認識することができたと認めるに足りないことに加え，①

必修課目について代替措置を講じるか否かは，原則として，その教育機関

の裁量に委ねられるべき問題であること，②肉眼解剖学実習は，学生が実

際に人体を解剖することにより，人体の構造，各器官の形態，解剖学的位

置関係等を肉眼的に観察して，それらの構造や機能についての理解を深め

る点で，医学部の教育において重要な意義を有していると認められること

（甲Ａ５，丙Ａ４，１０），③前記イに説示のとおり，原告の当時の訴え
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や症状発現時の状況からすれば，ホルムアルデヒドと症状の関連が明らか

であったとは認められないことに照らせば，被告ｂ大学が解剖学実習を必

修科目としたのはその裁量の範囲に属する行為として相当であって，解剖

学実習の代替手段を用意すべき義務があったということはできない。

(4) ｂ大学病院の医師の注意義務その１

ア 原告は，ｏ医師らｂ大学病院の医師には，原告が，平成１３年６月４日

から同月７日，ｂ大学病院を受診したとき，適切な問診を行い，ホルムア

ルデヒド曝露と原告の顕著な健康被害との関係を疑い，ｄ教授と連絡をと

り，前記(3)アないしウの措置を行い，また，原告に対し，化学物質過敏

症について専門医の受診を勧め，確定診断，治療に至るようにすべき義務

があった旨主張する。

イ そして，前記認定事実によれば，原告には，平成１３年６月４日ないし

同月７日，食思不振，嗄声，咽頭部痛，激しい咳嗽，眼瞼結膜充血，四肢

末端の冷感，体幹部の熱感，発汗，意識障害等の症状があったことが認め

られ（前記１(4)ウないしカ），これらの中には，化学物質過敏症で現れ

ると報告されている症状（前記２）が存在する。

ウ しかし，それらの症状も化学物質過敏症に特異的なものではなく，他の

疾患によっても頻繁に現れ得るものであるから，上記症状があったからと

いって，直ちに原告の体調不良の原因がホルムアルデヒド曝露によるもの

であると疑うべきであったとはいえない。

また，原告が，ｂ大学に入学してから極度のストレス状態におかれてい

るとの訴えをしていたこと（前記１(4)ウ，オ），試験中に過呼吸状態と

なって搬送されたこと（前記１(4)エ）からすれば，適切な問診を行った

上でも，担当医師であったｔ医師が原告の症状発作を心因的要素によるも

のが大きいと考えたことには合理性を認めることができ，この点に照らし

ても，原告の体調不良の原因がホルムアルデヒド曝露によるものであると
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疑うべきであったとはいえない。

エ したがって，平成１３年６月４日ないし同月７日の受診時点においても，

前記(3)アないしウに判示した点は同様に解することができ，また，原告

に対し，化学物質過敏症について専門医の受診を勧めるべき注意義務があ

ったということはできない。

よって，原告の上記主張は採用することができない。

(5) ｂ大学病院の医師の注意義務その２

ア 原告は，ｂ大学病院の医師らには，原告が，平成１３年６月１０日，同

月２５日，同月２８日，同年８月３日，解剖学実習室で意識を失い倒れる

などの身体症状を示した時，適切な問診を行い，ホルムアルデヒド曝露と

原告の顕著な健康被害との関係を疑い，ｎ教授と連絡をとり，前記(3)ア

ないしウの措置を行い，また，原告に対し，化学物質過敏症について専門

医の受診を勧め，確定診断，治療に至るようにすべき義務があった旨主張

する。

イ この点については，前記認定事実によれば，原告が平成１３年６月２８

日，意識を失って倒れたのは解剖学実習中のことであったこと，原告には

ＪＣＳⅢ－３００という重篤な意識障害が生じたこと，担当医師は，頭蓋

内病変の可能性を疑ってＣＴ検査を施行したが，異常所見が認められなか

ったこと，原告は酸素投与，輸液投与によって症状が改善したが，発作の

原因は明らかにならなかったこと（前記１(4)セ，ソ），ｒ医師が，ＪＣ

ＳⅢ－３００というのは自ら病気を装って作出できるものではなく，アレ

ルギー疾患を疑ってアレルギーの専門医にコンサルトすれば，化学物質過

敏症の判断が可能であったはずである旨の意見を述べていること（甲Ｂ７

７）がそれぞれ認められる。

ウ しかしながら，他方，原告は，平成１３年６月６日，ｂ大学病院を受診

して，抗アレルギー薬の点滴を受けたが，あまり効果が見られなかったこ
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と，アレルギーについても，喘息の既往はなく，パッチテストで何回か陽

性が出たことはあるが，症状が出現したことはない旨答えたこと，一方，

医学部３年次のカリキュラムが非常にきつく，現在追試験をいくつも抱え

ており，非常にストレスフルな状況であると話したこと（前記１(4)オ），

原告は，同月２５日，学科試験が始まる前に倒れたが，その前２日間は解

剖学実習が行われておらず，ホルムアルデヒド曝露との関連性が疑いにく

い状況であったこと（前記１(4)ス），同月２８日，原告は，意識が回復

した後，担当医師に対し，最近の授業，試験のスケジュールが厳しく，昨

日も１，２時間程度しか睡眠をとれなかったこと，食欲も不振でストレス

フルな生活を送っていることを話したこと（前記１(4)セ）が認められる。

エ 以上の点に照らすと，前記イの各症状が化学物質過敏症に特異的なもの

とまではいえず，前記ウの各事情からすると，担当医師が原告の症状出現

の原因として疲労や心因的要素を疑ったことは不合理とはいえないから，

担当医師において原告の体調不良がホルムアルデヒド曝露によるものであ

ると直ちに疑うべきであったとまではいえない。

オ さらに，証拠によれば，原告は，平成１３年８月３日午後３時ころ，追

試験を受けている最中，机にうつぶせになった状態で呼びかけに応答しな

かったため，ｂ大学病院総合診療部に搬送されたこと，その後も意識の改

善が認められず，同病院救急外来の経過観察室に搬送され，同日午後７時

３０分まで意識消失の状態が続いたこと，診察を担当したＤ医師は，精神

科医師にコンサルトし，ヒステリーが最も疑われるとの回答を受け，原告

に健忘が戻らないようであれば精神科を受診するよう伝えたことが認めら

れる（乙Ａ３８・４７頁）。

しかし，この点についても，①原告が意識を消失したのは，同年６月５

日と同様，試験中であったこと，②原告の全身状態には全く問題がなく，

ＣＴ所見にも異常が認められなかったこと，③原告は，意識が戻った後，
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日本に来た１８歳からの記憶が消失した状態で，会話も英語のみであり，

逆行性健忘が認められたこと（乙Ａ３８・４７頁）からすれば，担当医師

が，原告の症状をヒステリー性のものであると疑ったことが不合理である

とはいえず，担当医師において原告の体調不良がホルムアルデヒド曝露に

よるものであると直ちに疑うべきであったとは認められない。

カ よって，平成１３年６月１０日，同月２５日，同月２８日，同年８月３

日の各時点で，被告ｂ大学病院の担当医師らに，原告の健康被害について

ホルムアルデヒド曝露との関連を疑い，前記(3)アないしウの措置をとる

と共に，原告に対し化学物質過敏症について専門医の受診を勧めるべき義

務があったと認めることはできない。

(6) ホルムアルデヒド曝露と原告の顕著な健康被害との関係が専門医によっ

て明らかとなったときの注意義務

ア 原告は，被告ｂ大学の担当医師には，原告から平成１３年６月２１日，

ホルマリン眼炎の診断を受けたと聞いた時，同年６月２３日付ｇ眼科クリ

ニックの診断書を受け取った時，同年８月１４日付ｈ病院の診断書を受け

取った時，または平成１４年２月下旬，ｊ医師作成の診断書及び意見書を

受け取った時点で，原告が解剖学実習室におけるホルムアルデヒド曝露に

より化学物質過敏症を発症したことを認識し，前記(3)アないしウの措置

を行うべき注意義務があった旨主張する。

そして，前記認定事実によれば，原告は，平成１３年６月２１日，ｂ大

学病院第２内科のｕ医師に対し，ホルマリン眼炎になりｗ眼科に行った旨

話したこと，同月２３日，ｇ眼科クリニックを受診し，ホルマリンによる

過敏アレルギー反応，両眼結膜炎等が認められたこと，同年８月１４日，

ｈ病院において，気管支喘息により，ホルマリン等の刺激物質の吸入は避

ける必要があるとの診断を受けたこと，平成１４年２月下旬，ｊ医師から

化学物質過敏症との診断を受けたこと（前記１(4)サ，シ，タ，ツ），そ
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して，原告は，平成１４年２月下旬ころ，ｂ大学に対し，ｊ医師が作成し

た多種類化学物質過敏症についての診断書及び意見書を送付し，同意見書

には，原告が微量の化学物質に反応して症状の悪化を来しており，直接の

原因は解剖学実習が疑われるから，教育内容に配慮をしてほしい旨の記載

があったこと（前記１(4)ツ，テ）が認められる。

イ 平成１４年２月下旬までの時期の注意義務について

上記のとおり，原告は，平成１３年６月２１日，ホルマリンによる眼炎，

ホルマリンによる過敏アレルギー反応，気管支喘息によりホルマリン等の

刺激物質の吸入は避ける必要がある等，ホルマリンによる健康被害の指摘

を受けていることが認められる。

しかしながら，平成１３年当時のｂ大学医学部解剖学実習室のホルムア

ルデヒド濃度が，作業場基準（０．５ｐｐｍ）を大きく超えていたとは認

められないこと（前記(1)ウ），ｂ大学では，学生に対し，活性炭入りマ

スク及びゴーグルの貸与を行っていたと認められること（前記(1)エ），

平成１３年６月１２日，ｂ大学は，学生に対し，「人体正常解剖学実習上

の注意事項の追加」と題する書面で，目や鼻への刺激が強い場合は，ゴー

グルや活性炭入りマスクで保護するよう注意を促していたこと（前記１

(4)ケ）からすれば，同時点において，被告ｂ大学において，さらに解剖

学実習室のホルムアルデヒド濃度の低減を図るなどの一般的注意義務を負

っていたと認めることはできないし，原告に対し，重ねてゴーグルや活性

炭入りマスクの着用を指示すべき義務があったともいえない。

また，平成１３年６月２９日，ｂ大学のｍ教授らが，原告及び原告の母

と面談し，原告に保健管理センターで定期的に検診を受けるよう指示する

と共に，気分が悪くなったら倒れる前に教室を出て休養することを指示し

ていたこと（前記１(4)ソ）が認められるから，これに照らせば，原告に

対する必要な措置は採られていたと見るべきであって，それ以上に被告ｂ
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大学において，原告の個人曝露を減少させる個別的対策措置を講じたり，

解剖学実習に代わる方法を用意すべき具体的義務を負っていたと解するこ

とはできない。

なお，後方視的にみれば，原告のホルムアルデヒド曝露による身体障害

が平成１３年６月ころから発現していたのではないかとの疑いは否定でき

ないところである。しかしながら，前記認定のとおり，当時，原告は担当

医師に対し，カリキュラムや試験によるストレスを強く訴えており，ホル

ムアルデヒド曝露との関連性について訴えてはいなかったこと，解剖学実

習の最中に原告に強い身体症状が現れたのは平成１３年６月２８日のみで

あり，むしろ原告は試験に関連した日に強い身体症状を呈することが多く，

原告の身体症状発現と解剖学実習との直接的関連性が強く疑われる状況に

はなかったことからすれば，被告ｂ大学の担当教授らにおいて，原告に対

し，マスクやゴーグルの着用を指示し，気分が悪くなったら教室を出て休

養する旨を指示することで足りると考えたことにもやむを得ぬ面があり，

同時点で化学物質過敏症の発症を予想して，微量のホルムアルデヒド曝露

をも避けさせるべき注意義務があったと認めることもできない。

ウ ｊ医師から化学物質過敏症との診断を受けた後の時期について

平成１４年２月下旬，原告は，化学物質過敏症との診断を受け，診断書

等をｂ大学に提出したことが認められる（前記１(4)ツ，テ）。

したがって，同時点では，被告ｂ大学の担当教授らは原告の化学物質過

敏症の発症の可能性を認識し，原告の個人曝露を極力避けさせるべき具体

的義務を負うに至ったというべきである。

これに対し，ｎ教授及びｍ教授は，平成１４年３月１１日，原告に対し

て，肉眼解剖学実習が原告に危険性が高いと判断した場合には，これを他

の学習形態に代替えし，試験のみを他学生と同様に行い，これに合格すれ

ば単位認定をする用意があること，実地試験の際には必要に応じて防護服
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を貸し出す予定でいることを回答したことが認められる（前記１(4)ト）。

以上によれば，被告ｂ大学は，原告の健康に留意して，解剖学実習の代

替案を提示したものと認めることができ，化学物質過敏症が，微量のホル

ムアルデヒドにも反応する重篤な疾病であることをも考慮した相当な措置

が採られていたと認めるのが相当である。

この点に関し，原告は，被告ｂ大学が，原告に対して試験の免除までは

提案していないことを問題とする。しかしながら，①前記(3)ウのとおり，

肉眼解剖学実習は，医学部の教育において重要な意義を有しており（甲Ａ

５，丙Ａ４，１０），試験を行うことに十分な合理性が認められること，

②ｂ大学は，実地試験の際の防護服の貸し出しを申し出ており，原告の健

康維持には配慮をしていることからすれば，実地試験を免除しなかったこ

とが直ちに注意義務に違反するものであったということはできない。

また，この点につき，原告は，防護服の素材は化学物質であり，原告は

防護服の着用をしただけで病状が悪化してしまうのであるから，装着困難

である旨主張する（甲Ａ２４）。

しかしながら，ｂ大学の平成１４年３月１１日付の書面には，最終的な

対応は原告と直接相談のうえ決めたい旨記載されていたこと（前記１(4)

ト），同年４月１２日，ｍ教授，ｙ教授及びｎ教授が原告に面談し，防護

スーツ等を示して説明をしたこと（前記１(4)ニ），これに対し，原告は，

同年４月１９日からｂ大学を欠席し（前記１(4)ニ），同年５月２８日，

ｊ医師の作成にかかる「原告が極めて微量の化学物質に反応しているため，

重装備のマスクも呼吸器への負担が大きく，装着困難と考えられる」旨の

意見書を提出したうえ（前記１(4)ネ），同年９月１０日にはｂ大学を休

学したこと（前記１(4)ニ，ノ）が認められ，以上によれば，原告と被告

ｂ大学は，解剖学実習の代替案についてなお協議継続中であった中で，休

学という形で協議が打ち切られたものと認められるから，被告ｂ大学の対
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応に注意義務違反があったとは認められない。

(7) 代替措置を講じず，進路障害を生じさせた義務違反

原告は，ｂ大学の解剖学実習中，意識を失うなど生死の境をさまようよう

な極めて重篤な症状をきたしていたのであるから，被告ｂ大学においては，

解剖学実習の代替措置を講じるべき義務があった旨主張する。

しかしながら，前記認定のとおり，ｎ教授及びｍ教授は，平成１４年３月

１１日，原告に対して，肉眼解剖学実習が原告に危険性が高いと判断した場

合には，これを他の学習形態に代替えし，試験のみを他学生と同様に行い，

これに合格すれば単位認定をする用意がある旨回答し，原告の健康に留意し

て，解剖学実習の代替案を提示したものと認めることができる。

そして，ｂ大学は原告に対し，試験の免除までは提案していないものの，

①前記(3)ウのとおり，肉眼解剖学実習は，医学部の教育において重要な意

義を有しており（甲Ａ５，丙Ａ４，１０），試験を行うことに十分な合理性

が認められること，②ｂ大学は，実地試験の際の防護服の貸し出しを申し出

ており，原告の健康維持には配慮をしていると認められることからすれば，

実地試験を免除しなかったことが注意義務に違反するものであったというこ

ともできない。

(8) まとめ

以上によれば，原告の主張する被告ｂ大学の安全配慮義務違反についても，

いずれも認めることはできない。

第４ 結論

ホルムアルデヒドによる健康被害の危険性を考えたとき，医学部の解剖学実

習において，室内のホルムアルデヒド濃度の低減，学生の曝露量の低減，ハイ

リスクの学生に対する個人曝露量の低減，今後の医学教育のあり方の検討等に

ついては，今後とも真剣な取り組みが強く期待されるところである。しかしな

がら，本件で原告が化学物質過敏症を発症したと主張する平成１１年及び平成
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１３年当時の解剖学実習室におけるホルムアルデヒド濃度の具体的低減策に関

する一般的知見，化学物質過敏症に関する一般的知見，さらに当時の原告の担

当教授，担当医師に対する訴えの内容等に照らせば，同時点において，各被告

らに原告が主張するような具体的対策を取るべき安全配慮義務が発生していた

と認めることはできないといわざるを得ない。

よって，原告の請求は，その余の点について判断するまでもなく，いずれも

理由がないから棄却することとし，主文のとおり判決する。
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